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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注)１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数には、当社連結会社外への出向者を含めず、契約社員及び派遣社員の連結会計年度末（中間連結会計期間末）の

雇用人数を含めた就業人数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第12期上半期 第13期上半期 第14期上半期 第12期 第13期

会計期間

自 2005年 
  １月１日 
至 2005年 
  ６月30日

自 2006年
  １月１日 
至 2006年 
  ６月30日

自 2007年
  １月１日 
至 2007年 
  ６月30日

自 2005年
  １月１日 
至 2005年 
  12月31日

自 2006年 
  １月１日 
至 2006年 
  12月31日

会計基準 米国基準 米国基準 米国基準 米国基準 米国基準

営業収益 (百万円) 86,831 103,310 128,116 183,144 221,915

税引前中間(当期) 
純利益

(百万円) 8,206 13,504 17,603 16,748 27,503

中間(当期)純利益 (百万円) 10,273 8,118 11,538 19,333 24,481

純資産額 (百万円) 240,960 260,386 291,988 251,445 277,296

総資産額 (百万円) 493,039 523,835 632,672 516,457 625,948

１株当たり純資産額 (円) 37,925.43 40,905.04 45,518.11 39,511.48 43,445.59

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 1,770.93 1,275.41 1,803.39 3,178.95 3,844.83

希薄化後１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 1,768.08 1,274.52 1,795.57 3,168.81 3,838.33

自己資本比率 (％) 48.9 49.7 46.2 48.7 44.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 27,323 37,090 47,155 60,763 80,003

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,914 △24,719 △24,790 △57,230 △121,601

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,747 △12,301 △13,474 21,330 26,801

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 50,576 35,353 29,377 35,283 20,486

従業員数 (名) 6,599 7,929 9,075 6,784 8,653



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注)１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期上半期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、中間(当期)純損失を計上しているた

め、記載しておりません。 

３ 従業員数には、他社への出向者を含めず、契約社員及び派遣社員の事業年度末（中間会計期間末）の雇用人数を含めた就

業人数を記載しております。 

回次 第12期上半期 第13期上半期 第14期上半期 第12期 第13期

会計期間

自 2005年 
  １月１日
至 2005年 
  ６月30日

自 2006年
  １月１日
至 2006年 
  ６月30日

自 2007年
  １月１日
至 2007年 
  ６月30日

自 2005年 
  １月１日 
至 2005年 
  12月31日

自 2006年 
  １月１日
至 2006年 
  12月31日

売上高 (百万円) 34,503 47,255 49,566 75,002 100,288

経常利益 (百万円) 137 2,334 3,097 2,109 6,625

中間(当期)純利益又は 
損失(△)

(百万円) △1,594 2,210 3,029 △2,141 6,482

資本金 (百万円) 114,069 114,553 116,525 114,481 115,232

発行済株式総数 (千株) 6,354 6,366 6,415 6,364 6,383

純資産額 (百万円) 185,102 188,027 199,259 185,332 193,155

総資産額 (百万円) 197,127 322,032 375,876 320,208 374,352

１株当たり純資産額 (円) 29,133.63 29,537.89 31,059.51 29,122.68 30,262.71

１株当たり中間(当期)純利益 
又は損失(△)

(円) △274.78 347.23 473.44 △352.11 1,018.01

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― 346.99 471.39 ― 1,016.29

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 93.9 58.4 53.0 57.9 51.6

従業員数 (名) 1,678 2,444 2,332 1,542 2,163

 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社並びに当社の連結子会社及び関連会社)が営む事業の

内容について、重要な変更はありません。 

2007年６月30日現在の当社運営会社(当社とMSO契約を締結し、当社が経営指導する地域のケーブルテレ

ビ会社)における各地域毎のケーブルテレビ、高速インターネット接続及び電話の各サービスのホームパ

ス世帯数、加入世帯数及び加入率並びに総加入世帯数は以下のとおりであります。 

  

〈当社運営会社加入世帯数〉(2007年６月30日現在) 

 
(注) １ 各地域には、下記の運営会社の合計を記載しております。 

   

 
  

ケーブルテレビ 高速インターネット接続 電話
総加入 

世帯数 

(注)３
ホームパス 
世帯数

加入 
世帯数

加入率
(注)４

ホームパス
世帯数

加入
世帯数

加入率
(注)４

ホームパス
世帯数

加入 
世帯数

加入率 
(注)４

連結対象運営会社 (注)１ 9,315,600 2,137,600 22.9 9,315,600 1,157,200 12.4 9,290,500 1,213,100 13.1 2,582,100

北海道地域 434,700 80,400 18.5 434,700 37,000 8.5 434,600 32,800 7.5 94,600

関東地域 4,445,800 1,116,100 25.1 4,445,800 632,500 14.2 4,431,700 703,500 15.9 1,356,200

関西地域 3,814,100 803,300 21.1 3,814,100 425,600 11.2 3,803,600 384,400 10.1 965,400

九州地域 621,000 137,800 22.2 621,000 62,100 10.0 620,600 92,400 14.9 165,900

持分法適用対象運営会社(注)２ 533,700 86,400 16.2 533,700 41,900 7.9 530,200 56,000 10.6 111,300

運営会社合計 9,849,300 2,224,000 22.6 9,849,300 1,199,100 12.2 9,820,700 1,269,100 12.9 2,693,400

北海道地域(１社) ：㈱ジェイコム札幌

関東地域 (９社) ：㈱ジェイコム東京、土浦ケーブルテレビ㈱、㈱ジェイコム千葉、 

㈱ジェイコム湘南、㈱ジェイコムさいたま、㈱ジェイコム関東、 

調布ケーブルテレビジョン㈱、㈱ジェイコムせたまち、さくらケーブルテレビ㈱

関西地域 (９社) ：北摂ケーブルネット㈱、㈱ジェイコム関西、㈱ケーブルネット神戸芦屋、 

ケーブルウエスト㈱、吹田ケーブルテレビジョン㈱、 

豊中・池田ケーブルネット㈱、高槻ケーブルネットワーク㈱、 

東大阪ケーブルテレビ㈱、北河内ケーブルネット㈱

九州地域 (３社) ：㈱ケーブルビジョン21、㈱ジェイコム北九州、㈱ケーブルネット下関

２ 福岡ケーブルネットワーク㈱の数値を記載しております。

３ 「総加入世帯数」とは、各サービスのうち少なくても一つに加入している世帯の総数をいいます。

４ 加入率(％) ＝ 
加入世帯数

× 100
ホームパス世帯数

５ 世帯数は100世帯未満を四捨五入して表記しております。

６ 各サービスの加入世帯数は、当該サービス以外のサービスにも加入している世帯を含めております。



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の主要な関係会社に異動がありました。 

(1) 2007年４月１日に、連結子会社であった㈱ケーブルネット神戸芦屋と㈱ケーブルテレビ神戸の二社が

合併し、㈱ケーブルネット神戸芦屋となりました。同社の2007年６月末の状況は以下の通りでありま

す。 

   
（注）MSO契約とは、当社と傘下のケーブルテレビ会社との間で締結する、全般的な経営指導サービスの提供契約の

ことであります。 

  

名称 住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有割合

(％)

関 係 内 容

役員の兼任等

資金援助
MSO契約
(注) 当社役員

(人)
当社職員 
(人)

㈱ケーブルネッ
ト神戸芦屋

神戸市 
東灘区

2,900
ケーブルテ
レビ事業

69.41 １ ６ 有 有



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(2007年6月30日現在)

 
(注) 米国会計基準における連結会社の就業人員の合計数を記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

(2007年6月30日現在)

 
(注) 他社へ出向中の従業員を除き、社外からの出向者を含めた就業人員数を記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社内に労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

  

正社員数 契約社員数 派遣社員数 従業員数計

3,667名 2,687名 2,721名 9,075名

正社員数 契約社員数 派遣社員数 従業員数計

947名 669名 716名 2,332名

 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国の経済は、個人消費に持ち直しの動きが見られたほか、設備投資が引き続き

増加するなど全般的には緩やかな景気拡大傾向にあります。一方、当社グループを取り巻く環境は、

「放送と通信の融合」についての議論がさらに活発になるなど、通信事業者等との競合が一層激化して

おります。 

当社グループはこのような環境のもと、加入世帯数の増加（ボリューム拡大）と加入世帯あたり月次

収益（以下ARPU）の増加（バリュー拡充）に取り組んで参りました。 

ボリュームの拡大につきましては、全国に配置する約2,000名の直接営業員による新規顧客開拓強化

の一環として、より高い成長が見込まれる潜在顧客層を対象とした戦略的販売チャネルの強化に取り組

みました。特に、集合住宅からも安定的に収入を得られる有力なサービスである、集合住宅一括加入契

約（バルク契約）の営業や、既存サービスエリア内の約20万の中小事業者（SOHO）向けに電話、高速イ

ンターネット接続サービス、移動体通信をパッケージで販売する「J:COM in the OFFICE」の提供に努

め、順調に加入世帯数を伸ばしました。 

バリューの拡充につきましては、ARPUの増加を目的に３つのサービス（J:COM TV、J:COM NET、J:COM 

PHONE）を組み合わせて提供するサービスのバンドル化による、加入世帯あたりサービス提供数（バン

ドル率）の増加と既存サービスの付加価値向上を推進いたしました。 

ケーブルテレビサービスにおきましては、ベーシックチャンネル、プレミアムチャンネルを合わせて

４チャンネルを新たに投入するなど、チャンネルラインナップの強化と、デジタルサービスへの新規加

入及びアナログサービスからのアップグレードを推進した結果、デジタル化率(ケーブルテレビサービ

スの全加入世帯に占めるデジタルサービス加入世帯の比率）も前年同期末比15ポイント上昇し59％に達

しました。 

高速インターネット接続サービスにおきましては、本年４月に戸建及び小規模住宅を対象とした、

160Mbps超高速インターネット接続サービス「ハイグレード160Mbpsタイプ」の提供を、関西地域の一部

エリアで開始いたしました。 

また本年６月から、高速インターネット接続サービスの30Mbpsサービス以上のお客様を対象とした

「安心見守りサービス」（IPカメラによるホームモニタリングサービス）を関西でスタートいたしまし

た。本サービスは、昨今のセキュリティ意識の高まりを受け、住まいの安全や防犯を目的としておりま

すが、ペット監視等にも利用できるサービスです。 

さらに、３月には収益源の多様化を目的に「メディア事業部」を新設し、既存事業で構築したお客様

基盤と自社グループが保有する多彩なメディア（コミュニティチャンネル、ビデオ・オン・デマンドサ

ービス（VOD）、番組情報ガイド誌など）を活用した「広告メディア事業」に進出いたしました。 



以上の活動の結果、当中間期における営業収益は、前年同期の1,033億10百万円から248億6百万円

（24％）増加し1,281億16百万円となりました。うち利用料収入は、既存子会社の加入世帯数増加に伴

う収入が前年同期比９％増加したこと及び新規連結子会社の収入が加わったことにより、前年同期の

927億63百万円から199億98百万円（22％）増加し、1,127億61百万円となりました。 

サービス別の利用料収入は、ケーブルテレビ利用料収入が、前年同期の480億47百万円から124億60百

万円（26％）増加の605億7百万円、高速インターネット接続サービスの利用料収入が、前年同期の277

億24百万円から49億7百万円（18％）増加の326億31百万円、電話利用料収入が、前年同期の169億92百

万円から26億31百万円（15％）増加の196億23百万円となりました。各サービスの利用料収入の増加

は、いずれも既存子会社の加入世帯数が増加したこと及び新規連結子会社の収入が加わったことによる

ものですが、ケーブルテレビサービスにおいては、上記に加え、デジタル化率が前年同期末の44％から

当中間期末の59％に上昇したことも寄与しております。高速インターネット接続サービスについては、

バンドル化による月額基本料金の割引により、また電話サービスについては、電話のARPUが減少したこ

とにより、一部が相殺されております。なお、サービス別利用料収入の既存子会社の増加率は、ケーブ

ルテレビが前年同期比９％、高速インターネット接続が８％、電話サービスが13％となっております。

営業収益－その他は、前年同期の105億47百万円から48億8百万円（46％）増加し153億55百万円とな

りました。これは、営業収益－その他に含まれる項目がそれぞれ少しずつ増加したためです。営業収益

－その他には、広告営業収入、電波障害対策収入、工事収入、設置料収入、番組制作、手数料及びその

他の料金の他、非連結運営会社に対する運営管理サービス、番組編成及び資材調達の支援やその他の経

営指導サービスの収入が含まれております。 

営業費用は、番組・その他営業費用が前年同期の427億17百万円から86億2百万円（20％）増加し、

513億19百万円となりました。これは主に加入世帯数の増加に伴い加入者関連費用が増加したことによ

るものです。また、ネットワーク費用、メンテナンス費用、工事関連費用及び人件費等もそれぞれ増加

しております。 

販売費及び一般管理費は、前年同期の202億93百万円から47億17百万円（23％）増加し、250億10百万

円となりました。これは主に人件費の増加によるものです。減価償却費は、前年同期の246億98百万円

から67億96百万円（28％）増加し、314億94百万円となりました。これは主に、新規連結子会社分が加

わったこと及び新規顧客へのサービス提供に関連した固定資産が増加したことによるものです。 

以上の結果、営業利益は前年同期の156億2百万円から46億91百万円（30％）増加し、202億93百万円

となりました。 

支払利息－純額は、前年同期の18億84百万円から2億11百万円（11％）増加し、20億95百万円となり

ました。これは主に、2006年9月のケーブルウエスト㈱の取得に際して行った520億円の追加借り入れに

より、支払利息が増加したことによるものです。 

税引前中間純利益は前年同期の135億4百万円から40億99百万円（30％）増加し、176億3百万円、中間

純利益は前年同期の81億18百万円から34億20百万円（42％）増加し、115億38百万円となりました。 

資金調達に関しましては、当中間連結会計期間における借入金の増加（純額）はなく（中間連結財務

諸表注記６長期借入金を参照下さい）、ストックオプションの行使による新株発行で25億70百万円増加

いたしました。 



当中間連結会計期間末の当社連結グループが提供するサービスへの総加入世帯数（いずれか１つ以上

のサービスに加入している世帯数）は、前年同期末比24％増の2,582,100世帯となり、加入世帯当たり

のサービス提供数は、前年同期末比と同水準の1.75となりました。 

 各サービスの概況は以下のとおりであります。 

○ケーブルテレビサービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は9,315,600世帯、加入世帯数は2,137,600世帯（前年

同期末比23％増）となりました。 

○高速インターネット接続サービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は9,315,600世帯、加入世帯数は1,157,200世帯（前年

同期末比26％増）となりました。 

○電話サービス 

当中間連結会計期間末のホームパス世帯数は9,290,500世帯、加入世帯数は1,213,100世帯（前年

同期末比22％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、主に営業活動の結果得られた資金

により、前期末の204億86百万円から88億91百万円増加し、293億77百万円となりました。 

 当中間期における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は471億55百万円で、前中間期の370億90百万円に比べ100億65百万円の

増加となりました。これは、主にOCF(営業収益より、減価償却費及び株式報酬費用を除いた営業費用を

控除した額。)が113億74百万円改善したことに加えて、各種運転資本の純減によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は247億90百万円で、前年同期の247億19百万円の使用に比べ71百万円の

増加となりました。これは、関連当事者への貸付金が36億50百万円増加したものの資本的支出が27億34

百万円減少したことにより一部が相殺されためです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は134億74百万円で、前中間期の123億1百万円の使用に比べ11億73百万

円の増加となりました。これは、借入金の返済（純額）が29億3百万円、キャピタルリース債務の元本

支払が15億6百万円それぞれ増加したことによるものです。なお、普通株式の発行により得た資金が24

億27百万円増加したことにより一部が相殺されております。 

  



２ 【販売の状況】 

当中間連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績については総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありませんので記載を省

略しております。 

３ 利用料収入の内訳は、ケーブルテレビ利用料収入60,507百万円、インターネット利用料収入32,631百万円、

電話利用料収入19,623百万円であります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

IP技術やデジタル技術等、通信・放送関連技術の革新に加え、通信・放送関連法制の抜本的な再編が議

論されるなど、通信と放送の融合がますます加速される状況となっております。大手通信事業者が放送サ

ービスを本格化させるなど、当社グループを取り巻く事業環境が大きく変化するなか、当社グループが持

続的な成長を実現していくためには、既存事業における競争力の強化のみならず、新しい事業機会の創

出・育成が課題になるものと認識しております。 

既存事業における競争力強化については、全国に配置する約2,000名の直接営業員によるお客様個々の

ニーズに合わせたコンサルティング型の地域密着営業、カスタマーセンターのサービス向上に加えて、既

存サービスの付加価値向上や新規サービスの導入を通して、一層のお客様満足度の向上を目指してまいり

ます。また、ネットワーク幹線の延伸や、約420万世帯にのぼる再送信サービス提供世帯への営業活動を

積極化することで新規のお客様の加入を促進していくとともに、当社グループのサービスエリアに近接す

るケーブルテレビ会社を中心に、業務・資本提携の機会を追求していくことで、サービスエリアとお客様

基盤の一層の拡大を図ってまいります。 

さらに、本年９月１日付の株式会社ジュピターTVとの合併により、有料多チャンネル放送市場における

番組の制作・供給事業からお客様への番組配信事業まで一貫したサービスの提供が実現することになりま

す。これにより、質の高い魅力的な番組の制作・編成及び配信事業を展開することで、差別化を図ってい

くと同時に、当社グループ外のケーブルテレビ事業者及び衛星放送事業者等に対する番組供給事業の拡大

を積極的に推進いたします。番組の質の向上を梃子にした有料多チャンネル放送市場全体の活性化を図る

ことにより、同市場におけるリーディングカンパニーの地位を強固なものにしたいと考えております。 

一方、新しい事業機会の創出・育成については、当社グループが独自に保有する多彩なメディアを活用

した「広告メディア事業」を強化してまいります。その一環として、本年７月２日に株式会社リクルート

の100％子会社であった、映像制作及び映像を活用した販売促進ソリューションを提供する、株式会社リ

クルートビジュアルコミュニケーションズ（７月１日付で株式会社ジュピタービジュアルコミュニケーシ

ョンズに社名変更）を、連結子会社といたしました。 

このような新しい事業機会の創出・育成を図っていくことにより、当社グループの企業価値向上に取り

組んでまいります。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

利用料収入 (注)３ 112,761 21.6

その他の収入 15,355 45.6

合計 128,116 24.0



４ 【経営上の重要な契約等】 

（合併に関する基本契約書の締結） 

当社は、以下の通り2007年5月22日に、株式会社ジュピターTV、Liberty Programming Japan, Inc、

Liberty Media International, Inc.、住友商事株式会社との４社間において、株式会社ジュピターTVの

新設分割により設立される株式会社ジュピターTV（以下「新ジュピターTV」という）と当社の合併に関す

る合併基本契約書を締結いたしました。 

(1)合併の目的 

ケーブルテレビ事業者である当社と、番組供給事業者である新ジュピターTVとの合併により、有料多

チャンネル放送市場における番組の制作・供給事業から顧客への番組配信事業まで一貫したサービスの

提供が実現することになります。これにより当社は、当社の資金力、顧客基盤、番組に関する顧客ニー

ズを直接把握することができる営業体制等の経営資源を最大限に活用し、より質の高い魅力的な番組の

制作・編成及び配信事業を展開することで、当社グループのケーブルテレビサービス加入世帯の更なる

増加を図るとともに、同サービスの一層の強化・差別化を目指します。同時に、当社グループ外のケー

ブルテレビ事業者及び衛星放送事業者等に対する番組供給事業の拡大を積極的に推進いたします。さら

に、番組の質の向上を梃子にした有料多チャンネル放送市場全体の活性化を図ることにより、当社グル

ープのケーブルテレビ事業及び番組供給事業を拡大し、当社グループの企業価値を高めることを目的と

いたします。 

(2)合併の要旨 

①合併の方式 

当社は、株式会社ジュピターTVが、会社分割を行い新ジュピターTVを設立し、ジュピターショップ

チャンネル株式会社、有限会社ジェイ・ビー・エス、株式会社オンラインティーヴィ及びイーピー放

送株式会社に関する事業を除く全ての事業(16チャンネルの出資・運営)を承継させた後、(但し、ジ

ュピターサテライト放送株式会社の株式の50％は承継されません。)当社を存続会社として、新ジュ

ピターTVを吸収合併いたします。 

②株式の割当 

当社は合併に際し、普通株式507,351株を発行し、新ジュピターTVの普通株式１株に対して、当社

の普通株式1.40665株を割り当て交付いたします。 

株式割当比率につきましては、第三者機関が算定した結果を参考として、当事者間で決定いたしま

した。 

③合併により増加する資本金の額 

資本金の増加はありません。 

④合併交付金 

合併交付金の支払いはありません。 

⑤継承会社が承継する権利義務 

継承事業に関わる資産および負債ならびに承継事業に関する契約上の地位を継承いたします。 

⑥継承する資産・負債の状況 

継承する資産・負債の額については未確定であります。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等について、重要な変更はありません。 

  

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等のうち、完了したものはありません。 

  

当中間連結会計期間において、新たに重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はしており

ません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

（2007年６月30日現在） 

 

② 【発行済株式】 

 
(注) 提出日現在の発行数には、2007年９月１日から提出日までの新株引受権及び新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

2007年３月27日開催の株主総会決議によるもの 

会社法第236条、第238条の規定並びに2007年４月27日開催の取締役会決議に基づく、長期インセンティブとし

ての株式報酬型ストックオプションであります。 

 
（注）１ 新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

優先株式 5,000,000

計 20,000,000

種類
中間会計期間末現在

発行数(株) 
（2007年６月30日）

提出日現在発行数
(株) 

（2007年９月20日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式(注) 6,414,769.74 6,924,021.74 ジャスダック証券取引所
権利内容に何ら限定のない
当社における標準的な株式

計 6,414,769.74 6,924,021.74 ― ―

区分
中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 243 243

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１
243

(新株予約権１個当たりの目
的となる株式の数 １株)

243

(新株予約権１個当たりの目
的となる株式の数 １株)

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個につき１円 同左

新株予約権の行使期間 自 2007年５月16日
至 2027年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  １円
資本組入額 １円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）３、４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

(注）２ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注）５ 同左



合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により

調整するものとします。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率  

また、上記の他、割当日後に当社が、合併、募集株式の発行または会社分割等を行うことにより、付与株式

数の調整をすることが適切な場合には、当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができるものとし

ます。なお、調整により１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

２ 当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は当社が完全子会社とな

る株式交換若しくは株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合においては、

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。 ただし、再編対象会社の新株予約権を当新株予約

権と同等の条件により交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めることを条件とします。 

３ ① 新株予約権者は、当社の取締役及び監査役いずれの地位をも解任等の事由以外で喪失した日の翌日（以

下、「権利行使開始日」という。）から２年間に限り本新株予約権を行使することができます。  

② 新株予約権者は、上記①にかかわらず、以下のア）又はイ）に定める事由（ただし、イ）については再

編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）が生じた場合には、それぞれに定める期間内に限り

新株予約権を行使できます。  

ア）新株予約権者が2025年３月31日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合には、2025年４月 

  １日から2027年3月31日まで新株予約権を行使できるものとします。  

イ）当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは 

  株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合には（株主総会決議が不要な場合は 

  当社の取締役会決議がなされた場合には）、当該承認日の翌日から15日間行使できるものとします。 

４ 2008年3月31日までに役員等退任日が到来した場合には、他の規定の適用がある場合を除き、乙は割当個数

に2007年4月から役員等退任日を含む月までの役員等在任月数を乗じた数を12で除した数の本新株予約権

（ただし、1個未満の本新株予約権は、これを切り上げるものとする。）を継続保有するものとし、割当個

数のうちの残りの本新株予約権は行使することができなくなり、当該残りの本新株予約権を役員等退任日に

放棄することとします。 

５ 以下の(1)、(2)又は(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権を取得する

ことができるものとします。  

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案  

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案  

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  

６ 上記の他、新株予約権の喪失事由、相続人による本新株予約権の行使、その他の新株予約権の行使の条件及

び細目については、2007年４月27日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した

「新株予約権（株式報酬型ストックオプション）割当契約書」及び「2007年募集新株予約権通知書」等に定

めるところによるものとします。 

  



2006年３月28日開催の株主総会決議によるもの 

 
（注）１ 新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）が調整される場合には、当該

調整後の付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとします。ただし、新株予約

権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、

次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとします。  

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率  

この調整は当該時点で行使される新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により１株未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨てます。また、当社が他社と新設合併若しくは吸収合併を行い新株予

約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、その他これらに準じて付与株式

数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的

な範囲で付与株式数を調整するものとします。  

２ ① 新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び業務執行上で中枢的な役割を担う重要な役職の地位を、解

任等の事由以外で喪失した場合、新株予約権の行使可能期間を超えない範囲で、当該喪失日の翌日（以

下、「権利行使開始日」という。）から２年間に限り新株予約権を行使することができます。  

② 新株予約権者は、上記①にかかわらず、以下のア）イ）に定める事由が生じた場合には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できます。  

ア）2024年３月31日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、2024年４月  

  １日より新株予約権を行使できるものとします。  

イ）当社が消滅会社となる合併で存続会社となる会社が本新株予約権に係る義務を承継する旨の定め  

  のない合併契約書の議案、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転で完全親会社となる会  

  社が本新株予約権に係る義務を承継する旨の定めのない議案につき当社株主総会で承認された場  

  合には、当該承認日の翌日から15日間行使できるものとします。  

③ 各新株予約権の一部行使はできないものとします。  

  

区分
中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 254 254

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１
254

(新株予約権１個当たりの目 
的となる株式の数 １株)

254
(新株予約権１個当たりの目 
的となる株式の数 １株)

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個につき１円 同左

新株予約権の行使期間 自 2006年4月26日
至 2026年3月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  １円
資本組入額 １円

同左

新株予約権の行使の条件 (注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



2004年７月９日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記５の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 割当対象者(但し、新株予約権の割当に際して取締役会が定める割当対象者名簿(以下、単に「割当対象者名

簿」という)に「非管理職」として記載されている割当対象者を除く)は、以下の区分に従って、割当を受け

た新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予約権

のうち１個に満たない端数がある場合には、１個に切り上げた数とします。 

 (ア) 2007年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の２について、行使することができま

す。 

 (イ) 2007年９月12日から2008年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行

使することができます。 

 (ウ) 2008年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使

することができます。 

３ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者については、2012年８月23日までに、割当

を受けた新株予約権のすべてについて行使することができます。 

４ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２及び３の定めにかかわらず、

下記７記載の「新株予約権割当契約」の定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことが

できるものとします。 

５ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株

予約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条

件については、下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

６ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利

益を与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と

認める調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。

区分 中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 3,161 3,006

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
18,966 18,036

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2004年９月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



７ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場

合の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の

条件及び細目については、2004年６月24日及び同年７月９日開催の当社取締役会決議並びに同年７月９日開

催の当社株主総会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによるものとします。 

８ 上記の定めにかかわらずアットネットホーム㈱の取締役、監査役及び従業員である割当対象者については、

2012年８月23日までに、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使することができます。 

  

2003年10月３日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記５の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 割当対象者(但し、新株予約権の割当に際して取締役会が定める割当対象者名簿(以下単に「割当対象者名

簿」という)に「非管理職」として記載されている割当対象者を除く)は、以下の区分に従って、割当を受

けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予

約権のうち１個に満たない端数がある場合には、１個に切り上げた数とします。 

(ア) 2007年９月11日までは、割当を受けた新株予約権の個数の４分の３について、行使することができま

す。 

(イ) 2007年９月12日から2012年８月23日までは、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて、行使

することができます。 

３ 割当対象者名簿に「非管理職」として記載されている割当対象者については、2012年８月23日までに、割当

を受けた新株予約権の一部又は全部を行使することができます。 

４ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２及び３の定めにかかわらず、

下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことが

できるものとします。 

５ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株

予約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条

件については、下記７記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

区分 中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 3,720 3,680

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
22,320 22,080

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2003年12月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



６ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利

益を与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と

認める調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。

７ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場

合の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の

条件及び細目については、2003年９月18日開催の当社取締役会決議及び2003年10月３日開催の当社臨時株主

総会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによるもの

とします。 

  

2002年７月８日開催の臨時株主総会決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株予約権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株予約権の数及び新株予約権の目的とな

る株式の数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株予約権行使の条件 

１ 新株予約権は、下記４の場合を除き、割当対象者に限り行使することができます。 

２ 被付与者は2012年８月23日まで、割当を受けた新株予約権の個数のすべてについて行使することができます。 

３ 新株予約権発行後に割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失

した場合、及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には、上記２の定めにかかわらず、下記６記載

の「新株予約権割当契約」に定めるところにより、新株予約権の行使につき別に取り扱うことができるものと

します。 

４ 新株予約権発行後、新株予約権を喪失することなく割当対象者が死亡した場合には、その相続人による新株予

約権の行使を認めますが、行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間その他の新株予約権の行使の条件に

ついては、下記６記載の「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

５ 新株予約権発行後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を行

う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し割当対象者に追加の実質的な経済的利益を

与えることなく、新株予約権の目的となる株式数、権利行使価額、権利行使期間その他について必要と認める

調整を行い、権利行使を制限し、又は未行使の新株予約権を失効させることができるものとします。 

６ 上記の他、割当対象者が当社又は当社のグループ事業会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場合

の行使可能な新株予約権の個数、行使可能な期間等、新株予約権の喪失事由その他の新株予約権の行使の条件

及び細目については、2002年６月18日開催の当社取締役会決議及び2002年７月８日開催の当社臨時株主総会決

議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとしま

す。 

区分 中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株予約権の数(個) (注)１ 3,992 3,988

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１,２
23,952 23,928

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

(新株予約権１個当たりの目的
となる株式の数 ６株)

新株予約権の行使時の払込金額(注)２ 新株予約権１個につき
480,000円

同左

新株予約権の行使期間 自 2002年９月12日
至 2012年８月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株予約権の行使の条件 ※ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡には取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



② 商法等の一部を改正する法律(2001年法律第128号)による改正前の商法(以下「旧商法」という。)

第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容等は次のとおりであります。 
  

2001年５月１日開催の臨時株主総会の特別決議によるもの 

 
(注) １ 株主総会において新株引受権の付与決議がなされたもののうち、実際に当社と被付与者との間で付与契約が

締結され、かつ当該付与契約上、取得者が権利を喪失していない新株引受権の目的となる株式の数を記載し

ております。 

２ 新株引受権発行後に当社が株式の分割若しくは併合を行う場合、又はその他の事由により調整の必要が生じ

た場合には、新株引受権の目的となる株式の数及び権利行使価額は調整され、それに伴い価格は変動しま

す。 

※新株引受権行使の条件 

１ 新株引受権の譲渡、質入れ及び一切の処分は認めないものとします。 

２ 被付与者は、2010年８月23日までに、付与株式数のすべてについて、行使することができます。 

３ 上記２の定めにかかわらず、被付与者のうち、新株引受権付与時点において、当社又は当社のグループ事業

会社の役員若しくは従業員の地位を退任若しくは退職している認定支援者で当社が特に指定した者について

は、会社の新規株式公開の日から２年間に限り、付与された新株引受権の全部又は一部を行使することがで

きます。 

４ 新株引受権付与後、被付与者が、当社又は当社のグループ事業会社の役員若しくは従業員の地位を喪失した

場合及び当社の大株主の構成に重大な変更が生じた場合には上記２の定めに拘らず、下記６記載の「新株引

受権付与契約」に定めるところにより、新株引受権の行使につき別に取り扱うことができるものとします。

５ 新株引受権付与後、新株引受権を喪失することなく被付与者が死亡した場合には、その相続人による新株予

約権の行使を認めますが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件について

は、下記６記載の「新株引受権付与契約」に定めるところによるものとします。 

６ 上記の他、被付与者が当社又は当社のグループ事業会社の役員又は従業員の地位を喪失した場合の権利行使

可能な株式数及び権利行使可能な期間等、新株引受権の喪失事由その他の新株引受権の行使の条件及び細目

については、2001年４月27日開催の取締役会決議及び2001年５月１日開催の当社臨時株主総会決議に基づ

き、当社と当社取締役、従業員又は認定支援者との間で締結した「新株引受権付与契約」に定めるところに

よります。 

７ 新株引受権付与後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、又は株式交換若しくは株式移転を

行う場合、その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で、但し被付与者に追加の実質的な経済的利益

を与えることなく、新株引受権の付与株式数、発行価額、行使期間その他について必要と認める調整を行

い、また権利行使を制限し、未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

  

区分 中間会計期間末現在
(2007年６月30日)

提出日の前月末現在 
(2007年８月31日)

新株引受権の数 ― ―

新株引受権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株引受権の目的となる株式の数(株) (注)１,２ 47,557 46,166

新株引受権の行使時の払込金額(注)２ 80,000円 同左

新株引受権の行使期間 自 2001年９月12日
至 2010年８月23日

同左

新株引受権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  80,000円
資本組入額 40,000円

同左

新株引受権の行使の条件 ※ 同左

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡することはできない。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株引受権の交付に 
関する事項

― ―



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注)１ ストックオプション（新株予約権及び新株引受権）の行使による増加 

  １株当たり発行価格  １株当たり資本組入額    株数 

     80,000円        40,000円     31,058株 

       92,000円        46,000円      1,100株 

２ 2007年７月１日から2007年８月31日までの間に、ストックオプションの行使により、発行済株式総数1,901

株、資本金76百万円及び資本準備金76百万円が増加しております。   

３ 2007年９月１日付の㈱ジュピターTVの合併（合併比率１：1.40665）に際し、普通株式を発行したことによ

り、発行済株式総数が507,351株増加しております。なお、これによる資本金及び資本準備金の増加はあり

ません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

2007年１月１日～ 
2007年６月30日（注）１ 

32,158 6,414,769.74 1,293 116,525 1,293 30,664



(5) 【大株主の状況】 

(2007年６月30日現在)

 
(注)１ 2005年10月14日付で、アーチザン・パートナーズ・リミテッド・パートナーシップ（Artisan Partners 

Limited Partnership）から、323,316株（当中間期末議決権比率5.04％）を所有している旨の大量保有報告書

が関東財務局長に提出されておりますが、当社として当中間期末現在の実質所有株式数を確認できませんの

で、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

２ 当社は、2007年９月１日の㈱ジュピターTVの合併（合併比率1：1.40665）に際し、㈱ジュピターTVの株主であ

った住友商事㈱に対して普通株式253,676株（同日における発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.66％)

を、リバティ・グローバル・ジャパンⅡ・エルエルシーに対して普通株式253,675株（同3.66％）を割当交付

しております。 

３ 2007年９月６日付で、住商/エルジーアイ・スーパー・メディア・エルエルシーから、上記２の割当交付によ

る共同保有者の新規追加により、株券等保有割合が１％以上増加した旨の大量保有報告書の変更報告書が関東

財務局長に提出されておりますが、住商/エルジーアイ・スーパー・メディア・エルエルシーの所有株式数に

変更はありません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式 
総数に対す 
る所有株式 
数の割合 

(％)

住商／エルジーアイ・スーパー・メ
ディア・エルエルシー

12300 LIBERTY BOULEVARD, ENGLEWOOD, CO 80112, U.S.A. 3,987,238 62.16

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 ㈱みずほコーポレート
銀行 兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町6-7)

415,448 6.48

ノーザン トラスト カンパニー(エ
イブイエフシー)サブ アカウント 
アメリカン クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行東京支
店カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 5NT UK 
(東京都中央区日本橋3丁目11－1）

99,687 1.55

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
505025 
(常任代理人 ㈱みずほコーポレート
銀行 兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町6-7)

91,145 1.42

ゴールドマン・サックス・インター
ナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・サッ
クス証券㈱）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 
(東京都港区六本木6丁目10－1 六本木ヒルズ 森タワー)

90,678 1.41

リーマン ブラザーズ インターナ
ショナル(ヨーロッパ) 
（常任代理人 リーマン・ブラザー
ズ証券㈱）

25 BANK STREET LONDON E14 5LE ENGLAND 
(東京都港区六本木6丁目10－1 六本木ヒルズ 森タワー31階)

86,072 1.34

ゴールドマン・サックス・アンド・
カンパニーレギュラーアカウント 
（常任代理人 ゴールドマン・サッ
クス証券㈱）

85 BROAD STREET NEW YORK, NY, USA 
(東京都港区六本木6丁目10－1 六本木ヒルズ 森タワー)

85,347 1.33

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレー
ト銀行 兜町証券決裁業務室）

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD，ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6-7）

79,340 1.24

松下電器産業㈱ 大阪府門真市大字門真1006 78,694 1.23

全国共済農業協同組合連合会 
（常任代理人 日本マスタートラス
ト信託銀行㈱）

東京都千代田区平河町2丁目7-9（全共連ビル） 
（東京都港区浜松町2丁目11－3）

74,240 1.16

計 ― 5,087,889 79.32



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(2007年６月30日現在)  

 
(注)１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が179株含まれております。  

  ２ 「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数179個は含まれておりま

せん。 

  

② 【自己株式等】 

(2007年６月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 
(注)１・２

普通株式      権利内容に何ら限定のない当社
における標準的な株式6,414,769.00 6,414,590

端株
普通株式

― 同上
0.74

発行済株式総数 6,414,769.74 ― ―

総株主の議決権 ― 6,414,590 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 2007年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 109,000 104,000 103,000 101,000 113,000 109,000

最低(円) 94,200 95,000 91,700 95,000 97,100 99,000



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(1) 役職の異動 

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

福田 峰夫
取締役副社長 代表取締役 

最高執行責任者 
J:COMカンパニー プレジデント

取締役副社長 代表取締役
最高執行責任者

2007年９月１日

マーク・ 
ルーイス

常務取締役 
JupiterTVカンパニー Coプレジデント

取締役 2007年９月１日

山口 舜三

取締役 
技術システム部門担当

取締役
技術本部長

2007年４月１日

取締役 
J:COMカンパニー バイスプレジデント 

兼 技術本部長

取締役
技術システム部門担当

2007年９月１日

加藤  徹

取締役 
商品戦略部門担当

取締役
商品戦略本部長

2007年４月１日

取締役 
グループ戦略部門担当

取締役
商品戦略部門担当

2007年９月１日

伊藤  聰
取締役 

人事・管理部門担当
取締役

管理本部長 兼 人事本部長
2007年４月１日

松本 正幸

取締役 
関西地区本部長

取締役 2007年７月１日

取締役 
J:COMカンパニー 関西地区本部長

取締役
関西地区本部長

2007年９月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の前中間連結会計期間（2006年１月１日から2006年６月30日まで）の中間連結財務諸表は、改正

前の「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という)第81条の規定により、当中間連結会計期間（2007年１月１日から

2007年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則第87条の規定により、米国において一般に公

正妥当と認められている会計基準による用語、様式及び作成方法に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（2006年１月１日から2006年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（2007年１月１日から2007年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(2006年１月１日から2006年６月

30日まで)及び当中間連結会計期間(2007年１月１日から2007年６月30日まで)の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)及び当中間会計期間(2007年１月１日から2007

年６月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(2006年６月30日)

当中間連結会計期間末
(2007年６月30日)

前連結会計年度末 
(2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

流動資産：

 現金及び現金同等物 35,353 29,377 20,486

 売掛金 8,417 12,120 14,245

 貸倒引当金 △285 △337 △378

 繰延税金資産（短期） 8,369 10,331 11,877

 関連当事者貸付金 ― 3,650 ―

 前払費用及びその他の 
 流動資産

5,427 4,890 4,669

  流動資産合計 57,281 10.9 60,031 9.5 50,899 8.1

投資：

 関連会社への投資 ※４ 4,216 2,607 2,469

 その他有価証券－ 
 取得原価

2,892 801 801

  投資合計 7,108 1.4 3,408 0.5 3,270 0.5

有形固定資産－ 
  取得原価：

※７

 土地 2,652 2,789 2,845

 伝送システム及び設備 420,079 500,780 480,363

 補助設備及び建物 26,144 34,257 32,554

448,875 537,826 515,762

 控除：減価償却累計額 △159,705 △206,404 △180,594

  有形固定資産合計 289,170 55.2 331,422 52.4 335,168 53.6

その他資産：

 のれん－純額 ※５ 153,737 203,082 202,267

 顧客関連資産－純額 ※５ 7,573 20,056 21,181

 繰延税金資産（長期） 1,597 5,442 5,629

 その他 7,369 9,231 7,534

  その他資産合計 170,276 32.5 237,811 37.6 236,611 37.8

  資産合計 523,835 100.0 632,672 100.0 625,948 100.0



 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間末
(2006年６月30日)

当中間連結会計期間末
(2007年６月30日)

前連結会計年度末 
(2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

流動負債：

 短期借入金 2,800 1,700 2,000

 長期借入金－1年以内 
 返済予定分

※６,８ 14,334 20,300 16,158

キャピタルリース債務 
－ 1年以内支払予定 
分：

※７,８

  関連当事者債務 9,711 11,424 10,893

  その他 782 2,069 1,988

 買掛金 18,648 19,603 26,166

 未払法人税等 2,817 4,212 3,411

 繰延収益－１年以内 
 実現予定分

※２ 3,636 5,287 4,862

 未払費用及び 
 その他負債

6,306 8,774 5,424

  流動負債合計 59,034 11.3 73,369 11.6 70,902 11.3

長期借入金－1年以内返
済予定分控除後

※６,８ 125,642 161,441 173,455

キャピタルリース債務－
1年以内支払予定分控除
後：

※７,８

 関連当事者債務 25,931 32,122 30,595

 その他 2,610 5,817 6,986

繰延収益 ※２ 43,998 54,380 55,044

連結子会社優先償還株式 500 500 500

繰延税金負債（長期） ※２ ― 3,923 4,604

その他負債 1,694 4,168 2,516

  負債合計 259,409 49.5 335,720 53.0 344,602 55.0

少数株主持分 4,040 0.8 4,964 0.8 4,050 0.7

契約及び偶発債務 ※10

資本：

 資本金―無額面普通 
 株式

114,553 21.9 116,525 18.4 115,232 18.4

 資本剰余金 195,493 37.3 197,703 31.3 196,335 31.4

 利益剰余金 △50,235 △9.6 △22,533 △3.5 △34,071 △5.5

 その他包括利益 
 （損失）累計額

※８ 575 0.1 293 0.0 △200 △0.0

 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

  資本合計 260,386 49.7 291,988 46.2 277,296 44.3

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

523,835 100.0 632,672 100.0 625,948 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前連結会計年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

営業収益：

 利用料収入 92,763 112,761 196,515

 その他 10,547 15,355 25,400

 営業収益合計 103,310 100.0 128,116 100.0 221,915 100.0

営業費用：

 番組・その他営業費用 ※２ △42,717 △51,319 △92,297

 販売費及び一般管理費 ※２ △20,293 △25,010 △43,992

 減価償却費 △24,698 △31,494 △54,044

 営業費用合計 △87,708 △84.9 △107,823 △84.2 △190,333 △85.8

  営業利益 15,602 15.1 20,293 15.8 31,582 14.2

その他の収益(費用)：

 支払利息－純額：

  関係会社に対する 
  もの

△515 △652 △1,109

  その他 △1,369 △1,443 △2,413

 その他の収益－純額 ※２ 195 338 253

  税金等控除前中間 
  （当期）純利益

13,913 13.5 18,536 14.5 28,313 12.8

持分法投資利益 130 136 371

少数株主利益 △539 △1,069 △1,181

  税引前中間（当期) 
  純利益

13,504 13.1 17,603 13.7 27,503 12.4

法人税等 ※２ △5,386 △6,065 △3,022

  中間（当期）純利益 8,118 7.9 11,538 9.0 24,481 11.0

１株当たり中間（当期）
純利益

1,275.41円 1,803.39円 3,844.83円

希薄化後１株当たり中間
（当期）純利益

1,274.52円 1,795.57円 3,838.33円

加重平均発行済普通株式
数

  －基本的 6,365,193株 6,397,907株 6,367,220株

  －希薄化後 6,369,633株 6,425,765株 6,378,001株



③ 【中間連結資本勘定計算書】 
  

 
  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前連結会計年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 資本金

 １ 期首残高 114,481 115,232 114,481

 ２ ストックオプションの行使に
 よる増加額

72 1,293 751

 （１株80,000円、 
  前中間連結会計期間1,789株、 
  当中間連結会計期間31,058株、 
  前連結会計年度18,771株、 
  １株92,000円、 
  当中間連結会計期間1,100株）

 ３ 期末残高 114,553 116,525 115,232

Ⅱ 資本剰余金

 １ 期首残高 195,219 196,335 195,219

 ２ ストックオプションの行使に
 よる増加額

71 1,278 782

 （１株80,000円、  
  前中間連結会計期間1,789株、  
  当中間連結会計期間31,058株、 
  前連結会計年度18,771株、  
  １株92,000円、  
  当中間連結会計期間1,100株）

 ３ 株式報酬費用 ※２ 203 90 334

 ４ 期末残高 195,493 197,703 196,335

Ⅲ 利益剰余金

 １ 期首残高 △58,353 △34,071 △58,353

 ２ 中間（当期）純利益 8,118 11,538 24,481

 ３ 新規連結に伴う剰余金減少高 ― ― △199

 ４ 期末残高 △50,235 △22,533 △34,071

Ⅳ その他包括利益（損失）累計額

 １ 期首残高 98 △200 98

 ２ その他包括利益（損失）： 
    キャッシュ・フローヘッジ 
    未実現利益又は損失（△）

※８ 477 493 △298

 ３ 期末残高 575 293 △200

Ⅴ 自己株式

 １ 期首残高 △0 △0 △0

 ２ 期中増減額 △0 ― △0

 ３ 期末残高 △0 △0 △0

   資本合計 260,386 291,988 277,296

  包括利益

 １ 中間（当期）純利益 8,118 11,538 24,481

 ２ その他包括利益又は損失（△） 477 493 △298

 ３ 中間（当期）包括利益 8,595 12,031 24,183



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
添付の連結財務諸表注記は上記の連結財務諸表の不可分の一部であります。 

前中間連結会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前連結会計年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 中間(当期)純利益 8,118 11,538 24,481

 ２ 中間(当期)純利益を営業活動による現 
    金の増加(純額)に調整するための修正

    減価償却費 24,698 31,494 54,044

    持分法投資利益 △130 △136 △371

    少数株主利益 539 1,069 1,181

    株式報酬費用 203 90 332

    繰延税額 2,771 855 △1,328

    資産・負債の増減(企業結合を除く)：

     売掛金の減少 3,192 2,084 436

     前払費用の増加 △2,099 △４ △674

     その他資産の増加（△）又は減少 1,288 △1,555 1,102

     買掛金の増加又は減少（△） △1,515 △2,920 864

     未払費用及びその他負債の増加 1,444 4,879 2,501

     繰延収益の減少 △1,419 △239 △2,565

計 37,090 47,155 80,003

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 資本的支出 △23,087 △20,353 △48,460

 ２ 新規子会社の取得―取得した現金との 
    純額

※９ △1,464 ― △56,137

 ３ 関連会社に対する出資及び貸付の減少 185 ― ―

 ４ 子会社株式追加取得による支出 △1,147 △951 △17,587

 ５ 関連当事者貸付金の増加 ― △3,650 ―

 ６ その他の投資活動 794 164 583

計 △24,719 △24,790 △121,601

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 株式発行による収入 143 2,570 1,533

 ２ 短期借入金の増加又は減少（△） 
   ―純額

693 △300 93

 ３  長期借入金の増加 40,339 253 106,789

 ４ 長期借入金の元本支払 △46,301 △8,125 △66,975

 ５ キャピタルリース債務の元本支払 △6,346 △7,852 △13,455

 ６  その他財務活動 △829 △20 △1,184

計 △12,301 △13,474 26,801

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減―純額 70 8,891 △14,797

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 35,283 20,486 35,283

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高

35,353 29,377 20,486



中間連結財務諸表注記 

  

１ 会計処理の原則及び手続きならびに中間連結財務諸表の表示方法 

この中間連結財務諸表は、米国における会計処理の原則、及び手続き並びに用語、様式及び作成方法

(会計調査公報、会計原則審議会意見書（Opinions  of  the  Accounting  Principles  Board、以下

「APB」）、財務会計審議会(Financial Accounting Standards Board、以下「FASB」)意見書及び財務会

計基準書(Statement of Financial Accounting Standards、以下「SFAS」)等)及び会計慣行に従っており

ます。 

当社は、1934年米国証券取引所法施行規則12g3-2(b)に基づく申請を米国証券取引委員会に対して行っ

ており、毎期継続して、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した連結財務諸

表、中間連結財務諸表及びその他の開示書類を米国証券取引委員会に提出することとしております。 

当社が採用する会計処理の原則及び手続き並びに中間連結財務諸表の表示方法のうち、我が国における

会計処理の原則及び手続き並びに表示方法と異なるもので、主要なものは以下のとおりであります。 

(１) リース 

リース取引に関して、SFAS13号「リースの会計処理」に準拠した会計処理を行っております。 

(２) 企業結合 

SFAS142号「のれん及びその他の無形資産」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形固定

資産は償却をせず、年一回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損の判定を行っておりま

す。 

(３) 退職給付債務 

未払退職費用及び年金費用についてはSFAS87号、「年金に関する事業主の会計」に基づき、保険数理

計算に基づく未払退職費用及び年金費用を計上しております。またSFAS158号「従業員定額給付年金及

びその他の退職金の会計」に基づき年金の積み立て不足もしくは積み立て過剰額を期末において算定

し、貸借対照表に反映させております。 

２ 事業の概要、財務諸表の基礎及び重要な会計方針の要約 

事業及び組織体制 

株式会社ジュピターテレコム（以下「当社」）及び子会社は、日本全国にケーブル情報通信システム

を保有及び運営し、ケーブルテレビサービス、電話サービス、高速インターネット接続サービス(総合

的ブロードバンドサービス)を提供しております。日本における情報通信産業は総務省により高度に規

制を受けております。一般的に、総務省より認可された当社の子会社のケーブル情報通信システム事業

の権利は当該地域において独占的なものではありません。 
  

財務諸表の作成基準 

当社及び子会社は日本の会計基準に準拠して会計記帳を行っております。上記の中間連結財務諸表は

米国において一般に認められている会計基準(米国会計基準)に準拠して作成され、又そのために必要な

修正を行っております。主な修正は連結の範囲、企業結合会計、税効果会計、のれん及び無形資産に係

る会計、リース会計、株式報酬制度に係る会計、繰延収益に係る会計、資産除却債務に係る会計、金融

派生商品に係る会計、特定の収益の認識基準、退職給付、減価償却費及び償却、特定の費用の未払計上

等となっております。 



重要な会計方針の概要 

(a) 連結の方針 

添付中間連結財務諸表は、当社及び当社が過半数の議決権を有する主として運営会社からなる全

ての子会社を含んでおります。全ての重要な連結会社間取引残高及び取引高は連結上相殺消去して

おります。債務超過にある連結子会社については、当社は持分比率にかかわらず当該子会社の累積

損失の全額を計上しております。 

(b) 現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物には、取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い短期投資を含ん

でおります。 

(c) 貸倒引当金 

貸倒引当金の算定は過去の貸倒実績に基づいており、さらに個別の回収不能見積額を含めて計上

しております。 

(d) 投資 

当社が、その議決権の20％から50％を所有し、かつ経営及び財務方針に関して重要な影響力を行

使しうる関連会社への投資については、持分法を適用しております。持分法においては、当初取得

原価で計上された投資持分について、当該関連会社の損益のうち当社持分相当分を認識するために

修正を行います。これらの関連会社から生じた全ての重要な内部利益については相殺消去しており

ます。 

その他有価証券は、当社持分が20％未満であり、また当社が経営及び財務方針に対して重要な影

響力を有していない会社の市場性の無い株式を表しております。当社はこれらのその他有価証券を

取得原価にて計上しておりますが、一時的でない価値の下落の影響を受ける可能性があります。 

当社は関係会社株式及び市場性の無い株式について、一時的でない価値の下落に対して減損の要

否の評価を行っております。評価を行うにあたっては、当社は利用可能な様々な情報を用いており

ますが、それにはキャッシュ・フロー見積、外部機関による評価、また該当ある場合には株価分析

も含みます。価値の下落が一時的でないと判断された場合には損失として当期損益に計上し、当該

投資の新たな取得原価を決定します。 

(e) 有形固定資産 

有形固定資産は、工事資材を含め、取得原価で計上しますが、当該取得原価にはケーブルテレビ

の放送局及び伝送システムの工事に係る全ての直接費と特定の間接費及び新規加入者の設備コスト

を含んでおります。減価償却については、伝送システム及び設備については10年から17年、建物に

ついては15年から40年、補助設備については５年から15年の見積経済耐用年数に亘って定額法で計

算しております。キャピタルリースで取得した設備については、最低リース料の現在価値で計上し

ております。キャピタルリースにて取得した設備は、リース契約期間か資産の見積経済耐用年数の

いずれか短い方の期間により、２年から20年に亘って定額法で償却しております。 

当社はSFAS51号「ケーブルテレビ会社の財務報告」（以下SFAS51号）に従って新しいケーブル放

送設備や分配線設備の工事費用及びケーブルサービスの設置費用を資産化しております。資産化す

る工事費用及び設置費用には材料費、労務費及び関連する間接費を含んでおります。資産化する設

置費用には顧客宅に当社のケーブルシステムをつなぐ初期の接続にかかる費用、引込線の交換にか

かる費用、デジタル、電話、インターネット等のサービスの追加により発生する費用を含んでおり

ます。一方、すでに引込線が存在する顧客宅に対する再接続にかかる工事費用、サービスの停止や

引込線の修理や維持に係る費用については発生した期に費用計上します。 

補助設備には、社内利用のためのソフトウェア開発費で資産計上したものを含みますが、この開

発費には外部からの資材、サービス及び従業員のソフトウェアプロジェクトに費消した人件費も含

んでおります。これらの費用は、当該資産が実質的に使用可能な状態になった時から５年を超えな

い期間に亘って償却しております。プロジェクト発足前に発生したコストは、メンテナンス費、研

修費と同様に発生した期に費用計上しております。 

通常の修理費については発生時に費用処理し、大規模な取替ないし改良については資産計上して

おります。有形固定資産を廃棄ないし除却した場合は、取得原価と減価償却累計額は消去し、差異

は減価償却費として処理しております。このような廃棄ないし除却にかかる減価償却費への影響額

は、当中間連結会計期間において834百万円、前中間連結会計期間において450百万円、前年連結会



計年度において2,368百万円となっております。 

2005年３月に、FASBはFASB解釈指針47号「条件付資産除却債務の会計－SFAS143号の解釈指針」

（以下「FIN47号」）を公表いたしました。FIN47号ではSFAS143に規定している「条件付資産除却

債務」とは、清算の時期や方法が企業の管理下にあるとは限らない将来における資産除却活動に対

する法的債務であるとしております。言い換えれば、清算の時期や方法が不確かであっても、資産

除却活動自体は無条件で発生するということになります。したがって、負債の現在価値を合理的に

見積もることが可能な場合には、条件付資産除却債務の公正価値を負債認識しなければなりませ

ん。当社においては条件付法的債務を賃借建物等に対する原状回復義務及びケーブル設備等を除却

する際の産廃費用と定めております。当社は貸借対照表のその他負債に資産除却債務を当中間連結

会計年度末において1,701百万円、前中間連結会計年度末にいて1,441百万円、前年連結会計年度に

おいて1,690百万円をそれぞれ認識しております。 

(f) のれん 

のれんは、運営会社等の買収額とその持分純資産の公正価値との差額であります。当社はのれん

の二段階の減損テストを少なくとも年一回、減損の兆候が窺える場合にはそれ以上の頻度で実施し

ております。第一段階では、減損テストの報告単位を特定し、報告単位ごとの公正価値を測定しま

す。次に報告単位の公正価値と各報告単位に配賦されたのれんを含めた帳簿価額を比較します。報

告単位の帳簿価額が公正価値を上回っていた場合、第二段階を実施し、ここではのれんの公正価値

とその帳簿価額を比較します。のれんの公正価額が帳簿価額を下回った場合には、減損損失を認識

します。当社は、毎期10月１日に減損テストを実施しております。当社は報告単位を報告可能セグ

メントと同一に特定しております。当社は当中間連結期間においてのれんの減損による損失を計上

しておりません。 

(g) 長期性資産 

当社及び子会社ののれんを除く長期性資産については、資産の帳簿価額が回収不能となるような

事象や環境変化の兆候が生じた場合には何時でも減損の要否を検討します。保有かつ使用する資産

の回収可能性は、帳簿価額とその資産から生じる将来キャッシュ・フロー(割引前かつ金利負担除

く)との比較によって判断します。もし資産の減損が必要と考えられる場合には、減損すべき金額

は資産の帳簿価額が資産の見積公正価値を超過する部分となります。除却する資産の場合には、帳

簿価額と売却価値(売却コストを控除後)のうちいずれか低い方により計上します。 

(h) その他の資産 

その他の資産の中には繰延ローン費用が含まれておりますが、これは主として弁護士費用や銀行

のシンジケートローン枠手数料等、交渉やシンジケートローン枠確保のための費用であります。こ

れらの費用は当該シンジケートローン枠の期間に亘って定額法を用いて償却し、支払利息に計上し

ております。 

(i) デリバティブ商品 

当社は為替リスクと金利リスクへのエクスポージャーを管理するためにデリバティブを用いてお

ります。当社は円貨以外の通貨による約定支払に係る短期(通常は１年以内)の為替レート変動エク

スポージャーを減少させるために為替予約を締結することがあります。また当社は、固定金利負債

と変動金利負債の望ましい全体的比率を達成するための金利コスト管理のために、金利スワップ等

の金利リスク管理用のデリバティブを使用しております。方針として、当社はトレーディング目的

または投機目的のデリバティブ取引は行いません。 

当社はデリバティブ取引について、SFAS133号「デリバティブ商品とヘッジ活動の会計」及び

SFAS138号「特定のデリバティブ商品と特定のヘッジ活動の会計―SFAS133号の修正」に準拠して会

計処理しております。修正SFAS133号では、全てのデリバティブ商品を貸借対照表上資産ないし負

債に公正価値で計上することを求めています。公正価値ヘッジとして指定され有効に機能している

デリバティブ商品については、デリバティブ商品の公正価値変動とリスクヘッジされたヘッジ対象

の公正価値変動は、当期損益に計上されます。キャッシュ・フローヘッジとして指定したデリバテ

ィブ商品は、ヘッジが有効に機能している部分については、ヘッジ対象を損益計上する年度と同じ

年度に損益計上するまでは、その他の包括利益に計上しております。一方、ヘッジ非有効部分につ

いては毎期の損益に計上しております。ヘッジ指定されていないデリバティブ商品の公正価値の変

動は毎期の損益に計上しております。 

 当社はヘッジ手段とヘッジ対象の関係、リスクマネジメントの目的及びヘッジ取引の戦略を正式

に文書化しております。この文書化のプロセスには、公正価値ヘッジあるいはキャッシュフローヘ



ッジとして指定した全てのデリバティブ取引を、特定の資産及び負債、確定契約あるいは予定取引

に紐つけることも含んでおります。当社は、以下のような場合にはヘッジ会計の適用を中止しま

す。①デリバティブがヘッジ対象の公正価値あるいはキャッシュフローの変動を相殺することの有

効性を満たさなくなった、②デリバティブが満期になった、売却、終了及び行使済の状態にある、

③ヘッジの対象の予定取引が発生しないと判断した、④ヘッジの対象となった確定契約が確定契約

としての要件を満たさない及び⑤ヘッジ手段としてのデリバティブのヘッジ指定がもはや適切でな

いと経営陣が判断している、これらのような有効性の判定は、３か月ごとに行っております。 

当社は商業銀行との間で、米国ドル建ての設備購入やその他の約定に係る為替リスクエクスポー

ジャーのヘッジのために為替予約契約を締結しております。そのような為替予約残高は2008年１月

に満期を迎えますが、想定元本合計で当中間連結会計期間において1,854百万円、前年中間連結会

計期間において2,392百万円、前年連結会計年度において1,399百万円となっております。なお当社

はこれらの為替予約に対してSFAS133号の規定するヘッジ有効性の要件を満たさないためヘッジ指

定しておりません。しかしながら、経営陣としてはこれらの為替予約は米国ドル建ての約定に強く

関連したものであり、為替リスクを管理するためのものであると考えております。ヘッジ指定され

ていない為替予約は毎期時価評価しております。  

当社はシンジケートローン枠供与契約の規定に従って変動金利負債を管理するため、数件の金利ス

ワップ契約を締結しております。これらの金利交換契約は2009年６月から2013年10月に満期を迎え

る借入金90,595百万円に対する変動金利を日本円TIBORと日本円LIBORに効果的に固定するものであ

ります。これらの金利交換契約は負債に係る変動金利支払を有効に固定金利支払に転換することが

期待されるので、キャッシュフローヘッジ手段とみなされます。  

(j)退職金制度 

非積立型の非拠出型確定給付退職金制度を有しており、SFAS87号「事業主の年金会計」に従って

会計処理しております。2005年９月30日、当社は一部の子会社を除き、非拠出型確定給付退職金を

清算し、確定拠出年金制度へと移行しております。 

また2006年度末より、当社はSFAS158号「事業主の年金会計基準の改正」を採用しております。 

(k) 法人税等 

当社及び子会社は法人税等について資産負債法に従って会計処理しております。この方法によれ

ば、財務諸表上の資産・負債とそれらに対応する税務上の金額との一時差異による将来の税金に関

する影響に関して、一時差異が解消する予定の期に適用される実効税率に基づき繰延税金を計上し

ます。税率の変更による繰延税金資産及び負債への影響は当該変更を行った期の損益に計上してお

ります。繰延税金資産は、実現可能性が低い場合には評価性引当金によって減額しております。 

2006年６月、FASBはFASB解釈指針48号「法人所得税の申告が確定していない状況における会計処

理－「法人所得税の会計処理」SFAS109号の解釈指針」（以下FIN48号という）を公表いたしまし

た。FIN48号はSFAS109号に基づき認識する法人所得税について、税法上の取扱いが不確実な場合に

おける会計処理を明確にするものであります。FIN48号では税務申告において採用される、または

採用されることが予想される税務ポジションの財務諸表における認識及び測定に関する基準につい

て規定しております。さらにFIN48号では財務諸表上の認識の中止、分類、利息及び課徴金の取扱

い、期中における会計処理、開示や移行措置に関する指針についても提供しております。 

2007年１月１日現在において、当社はもし全額を財務諸表上認識した場合、当社の実効税率にお

いて16,179百万円納税額が減少するであろう税務ベネフィットを有しております。当連結中間期末

においても大きな状況の変化はありませんが、その税務ベネフィットを使用できる確証が無いた

め、当社は当連結中間期においてその税務ベネフィットを財務諸表上認識しておりません。なお当

社において不確実な税務ポジションから生じる利息や課徴金等については法人税等で計上すること

にしております。 

今後の税務調査の結果、2007年１月１日に当社が認識していない税務ベネフィットの額は大きく

変わり、その結果当社の繰延税金資産が増加、もしくは不確定な税務ポジションで認識している負

債が減少し、当社の財務諸表に好影響を与える可能性があります。さらには今後当社が行う取引に

より財務諸表上未認識の税務ベネフィットが追加発生する可能性もありますが、将来の税務ポジシ

ョンの内容や影響について現状では確証がありませんので、そうした将来の税務ベネフィット増加

見込み額について開示することはできません。 

当社及び子会社は国税局による税務調査を受けており、概ね2002年以前に関する税務調査につい

ては終了しております。現在一部の子会社において税務調査中であり、また今後も受けることが予



想されておりますので確証を得ている訳ではありませんが、今後の税務調査によって当社の財政

状態や経営成績が大きく悪影響を受けるとは見込んでおりません。 

(l) ケーブルテレビ事業にかかるコスト、費用及び収益 

当社及び子会社は、ケーブルテレビ事業にかかる工事、運営に係るコスト、費用及び収益につい

て、SFAS51号「ケーブルテレビ会社の財務報告」に従って会計処理しております。現在では、

SFAS51号の規定する本格稼動前期間にある重要な運営会社はありません。当社の連結財務諸表上の

その他営業費用には、その他の項目と併せ、ケーブルテレビネットワークに関連するケーブルサー

ビス関連費用、請求費用、技術及び保守人件費、設備費用等が含まれます。 

(m) 収益認識 

当社及び子会社はケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話サービス、プログラム収入に

ついて、それらのサービスを加入者に提供した期に収益計上しております。その他の源泉による収

益についてはサービスを提供した期、事由が発生した期、又は製品を納入した期に認識しておりま

す。加入者の新規設置料は当該サービスを提供した期に直接販売コストの範囲内で計上しておりま

す。それ以外の部分は繰り延べ、加入者がケーブルテレビ接続を利用すると見込まれる平均期間に

亘って認識しております。 

当社及び子会社は受信障害地域を対象とした再送信サービスを、人工的障害物によるテレビ電波

の受信障害に悩むケーブルテレビ契約を締結していない視聴者に提供しております。影響を受ける

視聴者にコスト負担をしてもらうことなくこのようなサービスを提供するために、電波障害を生む

障害物を建設した当事者とケーブル設備の工事及び保守に関する契約を結んでおります。これらの

契約では、工事費と保守費用について当初に一括して合計額を受領しておりますが、その収益は繰

り延べ、定額法により通常20年間の契約期間に亘って収益認識しております。当社はこうした電波

障害契約からの収益を損益計算書の営業収益－その他に前中間連結会計期間において1,896百万

円、当中間連結会計期間において2,645百万円、前年連結会計期間において4,367百万円、貸借対照

表の繰延収益－１年以内実現予定分において、前中間連結会計年度末において3,278百万円、当中

間連結会計年度末において3,864百万円、前年連結会計年度において3,695百万円、繰延収益におい

て、前中間連結会計年度末において43,998百万円、当中間連結会計年度末において54,091百万円、

前年連結会計年度において55,044百万円を計上しております。  

(n) 広告宣伝費 

広告宣伝費は発生した期に損益に計上いたします。連結損益計算書上、販売費及び一般管理費に

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前年連結会計期間においてそれぞれ、820百万円、

525百万円、1,630百万円計上しております。 

(o) 株式報酬制度 

当社は2006年１月に改訂SFAS第123号「株式に基づく報酬の会計処理」における将来修正法を適

用いたしました。その結果、株式報酬費用を公正価値で認識し、権利確定前の株式報酬に対する公

正価値を認識するために失権部分を見積もり、2006年１月１日以降に付与される全ての株式報酬費

用を定額法で認識することとなりました。 

当社は改訂SFAS第123号に基づき公正価値法により会計処理をしております。株式報酬の公正価

値はブラックショールズ・オプション・プライシング・モデルを用いて算出し、通常は権利確定日

である約定期日に達するまで、毎期見直しを実施いたします。当中間連結会計期間中に付与した新

株予約権における株式報酬の公正価値を求める前提条件は、配当は無し、ボラティリティは

30.9％、リスクフリーレートは1.7％、想定期間は10年間となっております。株式報酬の想定期間

については米国証券取引委員会職員公報第107号に示されている簡便法を用いて、またボラティリ

ティについては当社及び類似業種企業の数社における過去のボラティリティを基に算定しておりま

す。 

当社は一部の当社グループの役員及び従業員に新株予約権及び新株引受権を付与しております。

管理職以外の従業員に対する権利は、別途付与契約を定めない限り付与日から２年間で確定しま

す。2006年及び2007年に当社役員に付与した新株予約権を除いた管理職に対する権利は、別途付与

契約で定めない限り付与日の１年後から４回に分割して権利が確定いたします。これらのオプショ

ンは付与日から10年間で行使期間が満了し、現時点における満了日は2010年８月23日から2012年８

月23日の間となっております。以下の表は、当中間連結期間における当社のオプションプランの推

移を表したものです。 



 

なお当社は株式報酬費用を前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前年連結会計期間にお

いて、それぞれ203百万円、90百万円、332百万円を損益計算書の番組・その他営業費用及び販売費

及び一般管理費に計上しております。 

(p)１株当たり損益 

１株当たり損益（以下EPS）はSFAS128号「１株当たり利益」に準拠して開示しております。

SFAS128号では、基本的EPSは潜在的な普通株式による希薄化効果を考慮せず、純利益（損失）を当

該年度の加重平均発行済株式数で除して算出いたします。希薄化後EPSは潜在的な希薄化につい

て、株式の発行を伴う有価証券その他の契約が実行されるか、あるいは普通株式に転換された場合

の影響を反映した加重平均発行済株式数で除して算出いたします。 

  

 

(q) セグメント 

当社はSFAS131号「企業のセグメント及び関連情報の開示」に従い、事業セグメントの情報を開

示しております。SFAS131号は事業セグメントについて、事業上の最高意思決定者が資源を個々の

セグメントにどのように配分するかといった意思決定や当該セグメントの業績を分析する際に、定

期的な評価を行う個別財務情報が入手可能である企業の構成単位であると規定しております。 

当社は、傘下の個々の連結子会社及び持分法適用対象関連会社が独立した法人であり、異なる地

理的範囲に対してサービスを提供していることから、それらが事業セグメントであると判定してお

ります。当社はSFAS131号のパラグラフ17に従い、事業セグメントの集計に係る要件を評価し、そ

れらを満足していると判定しております。それゆえ経営陣は、当社全体がブロードバンドサービス

という一つの報告セグメントであると判断しております。 

(r) 見積の活用 

当社の経営陣は、米国において一般に認められた会計基準に準拠した連結財務諸表を作成するた

めに、連結財務諸表基準日における資産・負債の計上や、偶発資産・負債の開示、あるいは会計期

間中の収益・費用について、多くの見積りや仮定を行っております。重要な判断や仮定の中には、

デリバティブ取引、減価償却費及び償却費、有形固定資産及びのれんの減損、資産除却債務、法人

税、その他偶発債務を含んでおります。実際の金額はそれらの見積から乖離する可能性がありま

す。 

株式数
加重平均行使
価格（円）

加重平均契約 
残存期間(年)

本源的価値
（百万円）

期首現在未行使残高 …………… 155,941 80,030

付与 ……………………………… 243 1

解約 ……………………………… (9,822) 81,207

失効 ……………………………… (912) 80,000

行使 ……………………………… (32,158) 80,410

当中間期末現在未行使残高 …… 113,292 79,649 4.28 2,532

行使可能オプション 

  中間期末残高 ……………… 104,579 79,956 4.25 2,305

前中間連結会計期間
自 2006年１月１日 
至 2006年６月30日

当中間連結会計期間
自 2007年１月１日 
至 2007年６月30日

前連結会計年度 
自 2006年１月１日 
至 2006年12月31日

中間（当期）純利益(百万円） 8,118 11,538 24,481

加重平均発行済株式（株）

基本的 ……………………………… 6,365,193 6,397,907 6,367,220

希薄化効果の影響 ………………… 4,440 27,858 10,781

希薄化後 ………………………… 6,369,633 6,425,765 6,378,001

１株当たり中間（当期）純利益（円）

基本的 …………………………… 1,275 1,803 3,845

希薄化後 ………………………… 1,275 1,796 3,838



(s) 最近の会計基準の公表 

2006年９月、FASBはSFAS第157号「公正価額の測定」（以下SFAS157号という）を公表いたしまし

た。SFAS157号は公正価値の解釈を定義し、会計基準における公正価値の測定方法を明確化すると

ともに、公正価値の測定方法に関する開示項目を拡大しております。SFAS157号は2007年11月15日

以降に始まる会計年度より適用となります。当社はSFAS157号の適用によって、当社の業績がどの

ような影響を受けるかまだ特定しておりません。 

2007年２月、FASBはSFAS第159号「金融資産・負債の公正価値の測定」（以下SFAS159号という）

を公表いたしました。SFAS159号では企業が金融資産もしくは負債を測定するかどうかを選択する

ことを認めております。SFAS159号は2007年11月15日以降に始まる会計年度より適用となります。

当社はSFAS159号の適用によって、当社の業績がどのような影響を受けるかまだ特定しておりませ

ん。 

(t) 組替表示 

現在の表記にあわせるため、過去の一部の金額の組み替えを行っております。 

３ 買収 

当社は、各々異なる持分比率によるケーブルテレビ会社等の買収を行っております。これら全ての買収

についてパーチェス法を採用しており、従って被買収会社の各資産・負債の見積公正価値に基づいて取得

価額の配分を行っております。これらの会社の資産・負債・経営成績は各々の取得日より添付連結財務諸

表に含まれております。 

2006年１月、関西地方で高速インターネット接続サービスを提供している関西マルチメディアサービス

㈱の株式38.25％（15,300株）を追加取得し、当社持分を64.00％とし、持分法適用関連会社から連結子会

社としました。購入金額は2,275百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額777百万円をのれんと

して認識いたしました。同社の業績は2006年１月より当社に連結されております。 

2006年４月及び５月に、さくらケーブルテレビ㈱の普通株式12,783株と全ての優先株式を購入し、当社

持分は81.01％となりました。また同年12月には優先株式を20対１の割合で普通株式に転換し、その結

果、当社持分は90.57％となりました。購入総額は1,519百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差

額1,563百万円をのれんとして認識いたしました。同社は2006年４月より当社に連結されております。 

2006年９月、ケーブルウエスト㈱の株式76.40％（146,993株）を追加取得し、その結果、当社持分は

84.97％となりました。取得費用を除いた購入金額は56,022百万円、資産・負債と購入金額の差額37,874

百万円をのれんとして認識いたしました。同社は2006年９月30日より当社に連結されております。その後

同年11月、同社の株式10.60％（20,396株）を追加取得し、当社持分を95.57％としました。購入金額は

7,736百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額、4,881百万円をのれんとして認識いたしまし

た。 

2006年９月、連結子会社である北摂ケーブルネット㈱の株式45％（18,000株）を追加取得し、当社持分

を100％といたしました。購入金額は3,510百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額、2,126百

万円をのれんとして認識いたしました。 

2006年10月、連結子会社である㈱ジェイコム東京の株式14.75％（29,725株）を追加取得し、その結果

当社持分は94.99％となりました。購入金額は3,032百万円、時価評価した資産・負債と購入金額の差額、

2,114百万円をのれんとして認識いたしました。 

また当社は前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、上記以外にも一部の子会社の株式を少数

株主より取得しております。その中には2006年８月及び９月に株式を追加取得し、その結果当社持分が

50％から63.41％になり、持分法適用会社から連結子会社となった㈱ケーブルネット下関の取得も含まれ

ております。なお同社の業績は2006年８月１日より当社に連結されております。 

４ 関連会社への投資 

当社の関連会社は主にブロードバンドサービス事業を日本国内で行っております。当中間連結会計期間

末現在、当社はジュピターVOD㈱に50.0％、㈱角川ジェイコム・メディアに50.0％、福岡ケーブルネット

ワーク㈱に45.0％、日本デジタル配信㈱に26.0％、グリーンシティケーブルテレビ㈱に20.0％を出資して

おります。 

当中間連結会計期間末の関連会社投資の帳簿価額には、当該関連会社への投資額と純資産との投資差額

の未償却分631百万円が含まれております。 

2007年６月29日、当社はジュピターTVが当社より最大6,000百万円の借入を行うことができるリボルビ



ングローン契約を結びました。この契約における利率は2007年６月30日現在2.15％となっております。

当中間連結会計年度末において、当社はこの契約に基づきジュピターTVに3,650百万円の貸付を行ってお

ります。 

５ のれん及びその他の無形資産 

のれん 

のれん（純額）の帳簿価額の変動は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

 
  

顧客関連資産 

顧客関連資産は子会社取得時に当該子会社の既存顧客から将来的にもたらされる経済価値を評価した無

形固定資産であり、既存顧客の予想契約期間の10年に亘り定額法により償却いたします。当社は定期的に

SFAS144号に基づきその価値を評価しております。前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前

年連結会計年度末における顧客関連資産は以下のとおりであります。 
(単位：百万円)

 
  

前中間連結会計期間
自 2006年１月１日
至 2006年６月30日

当中間連結会計期間
自 2007年１月１日 
至 2007年６月30日

前連結会計年度
自 2006年１月１日 
至 2006年12月31日

のれん－期首残高 ………………………… 150,030 202,267 150,030

期中取得高 ……………………… 3,707 815 53,086

買収会社ののれんと相殺
される税効果の当初認識額

…… － － △849

期末残高 ………………………… 153,737 203,082 202,267

前中間連結会計期間末
2006年６月30日

当中間連結会計期間末
2007年６月30日

前連結会計年度末
2006年12月31日

顧客関連資産 ………………………… 8,286 22,509 22,509

償却累計額 …………………………… △713 △2,453 △1,328

期末純額 ………………… 7,573 20,056 21,181



2007年６月30日現在における顧客関連資産の残高に基づいて見積もった、今後５年間及びそれ以降にお

ける償却費は以下のとおりであります。(単位：百万円) 

 
  

６ 長期借入金 

長期借入金の概要は以下のとおりとなっております。 

（単位：百万円)

 
  

７ リース契約 

当社及び子会社は、様々なキャピタルリース契約(主にセット・トップ・ボックス)及び解約不能なオペ

レーティングリース契約を締結しております。キャピタルリースに係る設備の金額及び減価償却累計額は

以下のとおりであります。 

   (単位：百万円)

 

キャピタルリースの下での資産の減価償却費は中間連結損益計算書の減価償却費に含まれております。

当中間連結会計期間末における、キャピタルリース及び解約不能なオペレーティングリースの下での将

2007 ……………………………………………… 1,126

2008 ……………………………………………… 2,251

2009 ……………………………………………… 2,251

2010 ……………………………………………… 2,251

2011 ……………………………………………… 2,251

それ以降 ………………………………………… 9,926

合計 ……………………………………………… 20,056

前中間連結会計期間末

2006年6月30日

当中間連結会計期間末

2007年6月30日

前連結会計年度末 

2006年12月31日

シンジケートローン枠による借入金 満期2007年－2012年 … 81,600 70,125 76,500

タームローンによる借入金 満期2011-2013年………………… － 92,000 92,000

固定金利による借入金 満期2013年 …………………………… 20,000 － －

変動金利による借入金 満期2013年 …………………………… 20,000 － －

日本政策投資銀行からの有担保借入金 金利０％ 

 満期2007年－2019年 …………………………………………… 13,918 15,442 16,569

日本政策投資銀行からの有担保借入金 金利0.5から6.8％

満期2007年－2018年 …………………………………………… 4,358 4,172 4,539

その他無担保借入金  

 満期2007-2012年、利率0.00-3.14％ …………………………
100 ２ ５

合計 139,976 181,741 189,613

控除: １年以内返済予定分 △14,334 △20,300 △16,158

１年以内返済予定分控除後長期借入金 125,642 161,441 173,455

前中間連結会計期間末

2006年6月30日
当中間連結会計期間末

2007年6月30日
前連結会計年度末

2006年12月31日

伝送システム及び設備 …………………………… 54,762 72,641 70,621

補助設備及び建物 ………………………………… 5,800 4,505 4,293

控除：減価償却累計額 …………………………… △23,538 △27,896 △26,951

その他資産―取得原価(減価償却控除後) ……… 240 162 199

37,264 49,412 48,162



来の最低リース料は以下のとおりであります。 

 (単位：百万円)

 

当社及び子会社は、事務所を解約可能な賃貸借契約で賃借しております。それらの賃料は 当中間連結

会計期間において2,004百万円でありました。これらは中間連結損益計算書の番組・その他営業費用に

1,520百万円、販売費及び一般管理費に484百万円それぞれ計上しております。 

 また当社及び子会社は特定の伝送設備及び電柱等の設備を解約可能なリース契約で賃借しております。

それらのリース料は当中間連結会計期間において6,248百万円でありました。これは中間連結損益計算書

の番組・その他営業費用に計上しております。 

  

８ 金融商品の時価 

長期借入金、リース債務、金利スワップ以外の金融商品の時価は、それらの期間が短いため概ね帳簿価

額と等しくなります。類似する条件及び借入期間に対応する当社の現行の銀行借入金利等を基に計算され

た長期借入金、キャピタルリース債務の公正価値は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

キャピタル
リース

オペレーティング
リース

2007 …………………………………………………………………… 8,164 2,278

2008 …………………………………………………………………… 14,861 1,038

2009 …………………………………………………………………… 13,337 874

2010 …………………………………………………………………… 11,103 789

2011 …………………………………………………………………… 7,295 546

それ以降 ……………………………………………………………… 5,318 1,772

最低リース料総額 …………………………………………………… 60,078 7,297

控除：金利相当額(1.25％から9.98％) …………………………… △8,646

最低リース料の現在価値 …………………………………………… 51,432

控除：１年以内支払予定分 ………………………………………… △13,493

長期債務金額 ………………………………………………………… 37,939

前中間連結会計期間末 
2006年6月30日

当中間連結会計期間末
2007年6月30日

前連結会計年度末 
2006年12月31日

帳簿価額 公正価格 帳簿価額 公正価格 帳簿価額 公正価格

長期借入金 139,976 139,756 181,741 181,782 189,613 190,805

リース債務 39,034 37,692 51,432 50,529 50,462 49,540

金利スワップ契約 △575 △575 △489 △489 200 200



９ 連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報 

連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報は以下のとおりであります。 

(単位：百万円)

 
  

10 契約義務 

当社は、福岡ケーブルネットワーク㈱、グリーンシティケーブルテレビ㈱及び㈱ベイ・コミュニケーシ

ョンズの銀行借入について債務保証を行っております。当該債務保証の一部は株主間の持分割合で銀行借

入を負担するという約定に基づくものであります。当中間連結会計期間末現在の保証額は7,937百万円、

当該借入金の満期は2007年から2017年までとなっております。経営陣は当社が保証の実行を求められる、

あるいは当該保証に関連して重要な損失が発生する可能性は低いと考えております。 

前中間連結会計期間
自 2006年１月１日 
至 2006年６月30日

当中間連結会計期間
自 2007年１月１日 
至 2007年６月30日

前連結会計年度
自 2006年１月１日 
至 2006年12月31日

当期現金支出額：

利息支払額……………………………………… 1,095 2,138 2,646

法人税等支払額………………………………… 2,599 3,310 4,619

新規子会社取得のための支出:

取得資産の公正価値…………………………… 8,055 － 96,520

負債……………………………………………… △6,591 － △40,383

現金支出額―取得現金控除後………………… 1,464 － 56,137

キャピタルリースによる期中資産取得金額…… 6,144 8,822 17,442



11 重要な後発事象 

（㈱ジュピターTVとの合併） 

当社は、2007年７月17日に開催の取締役会において、㈱ジュピターTVとの合併契約を締結することを決

議し、2007年９月１日付で同社と合併いたしました 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要 

① 結合当事企業の名称 

㈱ジュピターTV 

② 事業の内容 

ケーブルテレビ事業者及び衛星放送事業者等への番組供給事業統括等 

③ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、㈱ジュピターTVは解散いたしました。 

④ 結合後企業の名称 

㈱ジュピターテレコム 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

ケーブルテレビ事業者である当社と、番組供給事業者であるジュピターTVとの合併により、有料多

チャンネル放送市場における番組の制作・供給事業から顧客への番組配信事業まで一貫したサービス

の提供が実現することになります。これにより当社は、当社の資金力、顧客基盤、番組に関する顧客

ニーズを直接把握することができる営業体制等の経営資源を最大限に活用し、より質の高い魅力的な

番組の制作・編成及び配信事業を展開することで、当社グループのケーブルテレビサービス加入世帯

の更なる増加を図るとともに、同サービスの一層の強化・差別化を目指します。同時に、当社グルー

プ外のケーブルテレビ事業者及び衛星放送事業者等に対する番組供給事業の拡大を積極的に推進いた

します。さらに、番組の質の向上を梃子にした有料多チャンネル放送市場全体の活性化を図ることに

より、当社グループのケーブルテレビ事業及び番組供給事業を拡大し、当社グループの企業価値を高

めることを目的といたします。  

⑥ 株式交換比率及びその算定方法 

当社は第三者機関であります日興コーディアル証券株式会社及びゴールドマン・サックス証券株式

会社の２社から合併比率を検討するための株式価値評価に関する助言を得、それらを参考に当事者間

で協議した結果、ジュピターTVの普通株式１株に対し、当社の普通株式1.40665株を割当交付するこ

とを決定いたしました。 

⑦ 合併により発行した株式の種類、数及び評価額 

株式の種類：普通株式 

発行数  ：507,351株 

評価額  ：52,500百万円（合併契約書に記載の金額であります。） 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(2006年６月30日)

当中間会計期間末

(2007年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,718 10,674 3,613

 ２ 売掛金 11,115 10,975 12,327

 ３ たな卸資産 1,654 220 769

 ４ その他 16,679 21,356 17,555

   流動資産合計 44,166 13.7 43,225 11.5 34,264 9.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 2,587 0.8 2,904 0.8 2,953 0.8

 ２ 無形固定資産 2,817 0.9 4,025 1.0 3,484 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 136,096 211,999 211,048

  (2) 関係会社長期貸付金 130,500 109,300 119,500

  (3) その他 5,527 4,316 2,889

   投資その他の 
   資産合計

272,123 84.5 325,615 86.7 333,437 89.1

   固定資産合計 277,527 86.2 332,544 88.5 339,874 90.8

Ⅲ 繰延資産 339 0.1 107 0.0 214 0.1

   資産合計 322,032 100.0 375,876 100.0 374,352 100.0



 

前中間会計期間末

(2006年６月30日)

当中間会計期間末

(2007年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 9,002 7,812 8,472

 ２ １年以内返済予定 
   長期借入金

― 17,000 12,750

 ３ その他 ※２ 3,134 6,645 3,991

   流動負債合計 12,136 3.8 31,457 8.4 25,213 6.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 121,600 145,125 155,750

 ２ 繰延税金負債 234 ― ―

 ３ その他 35 35 234

   固定負債合計 121,869 37.8 145,160 38.6 155,984 41.7

   負債合計 134,005 41.6 176,617 47.0 181,197 48.4

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 114,553 35.6 116,525 31.0 115,232 30.8

 ２ 新株式申込証拠金 ※４ ― ― 17 0.0 32 0.0

 ３ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 28,692 30,664 29,371

  (2) その他資本剰余金 42,230 42,230 42,230

   資本剰余金合計 70,922 22.0 72,894 19.4 71,601 19.1

 ４ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 2,210 9,511 6,482

   利益剰余金合計 2,210 0.7 9,511 2.5 6,482 1.7

 ５ 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0

    株主資本合計 187,685 58.3 198,947 52.9 193,347 51.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 繰延ヘッジ損益 342 0.1 309 0.1 △192 △0.0

   評価・換算差額等合計 342 0.1 309 0.1 △192 △0.0

Ⅲ 新株予約権 ― ― 3 0.0 ― ―

   純資産合計 188,027 58.4 199,259 53.0 193,155 51.6

   負債純資産合計 322,032 100.0 375,876 100.0 374,352 100.0

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間

(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 47,255 100.0 49,566 100.0 100,288 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 40,115 84.9 41,241 83.2 85,300 85.1

  売上総利益 7,140 15.1 8,325 16.8 14,988 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４ 6,632 14.0 5,459 11.0 10,662 10.6

  営業利益 508 1.1 2,866 5.8 4,326 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,697 5.6 1,815 3.6 4,494 4.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 871 1.8 1,584 3.2 2,195 2.2

  経常利益 2,334 4.9 3,097 6.2 6,625 6.6

Ⅵ 特別損失 ※３ 111 0.2 ― ― 111 0.1

  税引前中間(当期) 
  純利益

2,223 4.7 3,097 6.2 6,514 6.5

  法人税、住民税 
  及び事業税

13 0.0 1,392 2.8 463 0.5

  法人税等調整額 ― ― △1,324 △2.7 △431 △0.5

  中間(当期)純利益 2,210 4.7 3,029 6.1 6,482 6.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 2006年１月１日 至 2006年６月30日) 
(単位：百万円) 

 
  

(単位：百万円) 

株主資本

資本金
新株式 
申込 
証拠金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本
準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益 
剰余金

利益
剰余金 
合計繰越利益 

剰余金

2005年12月31日残高 114,481 0 89,017 ― 89,017 △18,166 △18,166 △0 185,332

中間会計期間中の変動額

 資本準備金の減少による欠損 
 補填

△60,396 42,230 △18,166 18,166 18,166 ―

 中間純利益 2,210 2,210 2,210

 自己株式の取得 △0 △0

 新株の発行 
 (ストックオプションの行使)

72 71 71 143

 期首新株式申込証拠金から 
 資本金及び資本準備金への振替額

0 △0 0 0 ―

 純資産の部に直接計上された 
 繰延ヘッジ損益の増減

中間会計期間中の変動額合計 72 △0 △60,325 42,230 △18,095 20,376 20,376 △0 2,353

2006年６月30日残高 114,553 ― 28,692 42,230 70,922 2,210 2,210 △0 187,685

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

2005年12月31日残高 ― ― 185,332

中間会計期間中の変動額

資本準備金の減少による 
欠損補填

―

中間純利益 2,210

自己株式の取得 △0

新株の発行 
（ストックオプションの行使）

143

期首新株式申込証拠金から 
資本金及び資本準備金への振替額

―

純資産の部に直接計上された 
繰延ヘッジ損益の増減

342 342 342

中間会計期間中の変動額合計 342 342 2,695

2006年６月30日残高 342 342 188,027



  

当中間会計期間(自 2007年１月１日 至 2007年６月30日) 
(単位：百万円) 

 
  
(単位：百万円) 

 

株主資本

資本金
新株式 
申込 
証拠金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本
準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益 
剰余金

利益
剰余金 
合計繰越利益 

剰余金

2006年12月31日残高 115,232 32 29,371 42,230 71,601 6,482 6,482 △0 193,347

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 3,029 3,029 3,029

 新株の発行 
 (ストックオプションの行使)

1,277 17 1,277 1,277 2,571

 期首新株式申込証拠金から 
 資本金及び資本準備金への振替額

16 △32 16 16 ―

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 1,293 △15 1,293 ― 1,293 3,029 3,029 ― 5,600

2007年６月30日残高 116,525 17 30,664 42,230 72,894 9,511 9,511 △0 198,947

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

2006年12月31日残高 △192 △192 ― 193,155

中間会計期間中の変動額

中間純利益 3,029

新株の発行 
（ストックオプションの行使）

2,571

期首新株式申込証拠金から 
資本金及び資本準備金への振替額

―

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

501 501 ３ 504

中間会計期間中の変動額合計 501 501 ３ 6,104

2007年６月30日残高 309 309 ３ 199,259



  

前事業年度(自 2006年１月１日 至 2006年12月31日) 
(単位：百万円) 

 
  
(単位：百万円) 

 
  

株主資本

資本金
新株式 
申込 
証拠金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本
準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益 
剰余金

利益
剰余金 
合計繰越利益 

剰余金

2005年12月31日残高 114,481 0 89,017 ― 89,017 △18,166 △18,166 △0 185,332

当期中の変動額

 資本準備金の減少による欠損 
 補填

△60,396 42,230 △18,166 18,166 18,166 ―

 当期純利益 6,482 6,482 6,482

 自己株式の取得 △0 △0

 新株の発行 
 (ストックオプションの行使)

751 32 750 750 1,533

 期首新株式申込証拠金から 
 資本金及び資本準備金への振替額

0 △0 0 0 ―

 純資産の部に直接計上された 
 繰延ヘッジ損益の増減

当期中の変動額合計 751 32 △59,646 42,230 △17,416 24,648 24,648 △0 8,015

2006年12月31日残高 115,232 32 29,371 42,230 71,601 6,482 6,482 △0 193,347

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

2005年12月31日残高 ― ― 185,332

当期中の変動額

 資本準備金の減少による欠損 
 補填

―

 当期純利益 6,482

 自己株式の取得 △0

 新株の発行 
 (ストックオプションの行使)

1,533

 期首新株式申込証拠金から 
 資本金及び資本準備金への振替額

―

 純資産の部に直接計上された 
 繰延ヘッジ損益の増減

△192 △192 △192

当期中の変動額合計 △192 △192 7,823

2006年12月31日残高 △192 △192 193,155



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法に基づく原価法

 ② その他有価証券

   時価のないもの

    移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産

   移動平均法に基づく低価法に

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

償却期間については、支出の

効果の及ぶ期間に基づいており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、財

務内容評価法により計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

(2) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく各

会計期間末における要支給見積

額を引当計上していましたが、

2006年２月27日の取締役会にお

いて、2006年３月開催の株主総

会終結時をもって役員退職慰労

金制度を廃止することを決議し

たことに伴い、当中間会計期間

において役員退職慰労引当金を

全額取り崩しております。

―――――――――

(2) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく各

会計期間末における要支給見積

額を引当計上していましたが、

2006年２月27日の取締役会にお

いて、2006年３月開催の株主総

会終結時をもって役員退職慰労

金制度を廃止することを決議し

たことに伴い、当事業年度にお

いて役員退職慰労引当金を全額

取り崩しております。

４ 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては振当処理を採用しておりま

す。

４ 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

４ 重要なヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約、 

金利スワップ

ヘッジ対象：外貨建金銭債務、

変動金利借入金 

利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

（2） ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

   内規に基づき、外貨建金銭債

務の為替変動リスク及び借入金

金利変動リスクを回避する目的

で行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

（3）ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   為替予約取引については、当

該取引とヘッジ対象に関する重

要な条件等が一致しており、か

つキャッシュ・フローが固定さ

れているため、ヘッジの有効性

評価を省略しています。 

 金利スワップ取引について

は、ヘッジ対象となる金利リス

クが減殺されていることをテス

トし、有効性の評価を行ってお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

 消費税等の会計処理について

  税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

同左



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 2006年１月１日 (自 2007年１月１日 (自 2006年１月１日

至 2006年６月30日) 至 2007年６月30日) 至 2006年12月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） （減価償却方法の変更） （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 2004年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 2003年10月

31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。

当中間会計期間より法人税法の改正

に伴い、2007年４月１日以降取得の

固定資産については、改正法人税法

に規程する償却方法により減価償却

費を計上しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響は軽微であ

ります。

当事業年度より「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 2004年８月

９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 2003年10月31

日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号2005年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 2005年12月９日）を適用して

おります。これによる損益に与える

影響はありません。従来の資本の部

の合計に相当する金額は187,685百万

円であります。なお、中間財務諸表

等規則の改正により、当中間会計期

間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しておりま

す。

当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号2005年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号

2005年12月９日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。従来の資本の部の合計

に相当する金額は193,347百万円であ

ります。なお、財務諸表等規則の改

正により、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

（繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い）

当事業年度より「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日実

務対応報告第19号）を採用しており

ます。これにより、前事業年度まで

新株の発行に係る費用は「新株発行

費」として表示しておりましたが、

当事業年度より「株式交付費」とし

て表示しております。



追加情報 
  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 2006年１月１日 (自 2007年１月１日 (自 2006年１月１日

 至 2006年６月30日） 至 2007年６月30日) 至 2006年12月31日)

(カスタマーセンター運営費用) 

カスタマーセンターの運営費用は、

従来、販売費及び一般管理費に計上

しておりましたが、当中間会計期間

より、売上原価に計上することとし

ました。これは、従来各地域に設置

していたカスタマーセンターを当社

直轄に統合したこと、アウトバウン

ドセンターを新規に２箇所に設置し

たことに伴い、その運営費用の金額

的重要性が高まってきたことによる

ものです。これにより、従来の方法

によった場合と比較して、売上総利

益は4,681百万円減少しております

が、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響はございま

せん。

 

―――――――――

(カスタマーセンター等運営費用) 

カスタマーセンター等運営費用は、

従来、販売費及び一般管理費に計上

しておりましたが、当事業年度より

売上原価に計上することとしまし

た。これは、主に従来、各地域に設

置していたカスタマーセンターを当

社直轄に統合したこと、アウトバウ

ンドセンターを新規に２箇所に設置

したことに伴い、その運営費用の金

額的重要性が高まってきたことによ

るものであります。これにより、従

来の方法によった場合と比較して、

売上総利益は10,969百万円減少して

おりますが、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響は

ございません。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(2006年６月30日)

当中間会計期間末
(2007年６月30日)

前事業年度末 
(2006年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
642百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
988百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
794百万円

※２ 消費税等の取扱

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。

※２ 消費税等の取扱

同左

※２

―――――――――

 

３ 保証債務

下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

福岡ケーブルネットワーク㈱ 9,081百万円

㈱ジェイコム湘南 3,163

㈱ジェイコム関西 2,751

㈱ジェイコムさいたま 2,529

㈱ジェイコム札幌 2,054

㈱ジェイコム北九州 1,977

土浦ケーブルテレビ㈱ 1,872

㈱ジェイコム千葉 1,312

㈱ケーブルネット下関 941

㈱ケーブルテレビ神戸 825

㈱ジェイコムせたまち 792

㈱ジェイコム東京 596

㈱ケーブルネット神戸芦屋 458

グリーンシティケーブル 

テレビ㈱
325

㈱ベイ・コミュニケーションズ 28

   計 28,704百万円

 

３ 保証債務

下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

福岡ケーブルネットワーク㈱ 7,919百万円

㈱ジェイコム湘南 2,601

㈱ジェイコム関西 2,466

㈱ジェイコムさいたま 2,227

㈱ジェイコム北九州 2,183

㈱ジェイコム札幌 1,697

土浦ケーブルテレビ㈱ 1,632

㈱ジェイコム千葉 1,155

㈱ケーブルネット神戸芦屋 1,054

㈱ケーブルネット下関 906

㈱ジェイコムせたまち 704

㈱ジェイコム東京 412

㈱ベイ・コミュニケーションズ 18

   計 24,974百万円

 

３ 保証債務

 下記の会社の銀行借入に対し

て保証しております。

福岡ケーブルネットワーク㈱ 8,534百万円

㈱ジェイコム湘南 2,882

㈱ジェイコム関西 2,556

㈱ジェイコムさいたま 2,349

㈱ジェイコム北九州 2,300

㈱ジェイコム札幌 1,875

土浦ケーブルテレビ㈱ 1,763

㈱ジェイコム千葉 1,228

㈱ケーブルネット下関 896

㈱ジェイコムせたまち 748

㈱ケーブルテレビ神戸 720

㈱ジェイコム東京 504

㈱ケーブルネット神戸芦屋 422

グリーンシティケーブル 

テレビ㈱
290

㈱ベイ・コミュニケーションズ 23

計 27,090百万円

※４ 新株式申込証拠金

 

―――――――――

※４ 新株式申込証拠金

株式の発行数 210株

資本金増加の日 2007年７月31日

資本準備金繰入額 ８百万円

※４ 新株式申込証拠金

株式の発行数 402株

資本金増加の日 2007年１月31日

資本準備金繰入額 16百万円

５ 貸出コミットメント（シンジ

ケートローンに基づくリボル

ビングファシリティ）

５ 貸出コミットメント（シンジ

ケートローンに基づくリボル

ビングファシリティ）

５ 貸出コミットメント（シンジ

ケートローンに基づくリボル

ビングファシリティ）

 当社は、運転資金の効率的な

調達及び設備投資等を行うた

め、取引銀行７行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメント 
の総額

30,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 30,000百万円

 当社は、運転資金の効率的な

調達及び設備投資等を行うた

め、取引銀行７行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメント
の総額

30,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 30,000百万円

 当社は、運転資金の効率的な

調達及び設備投資等を行うた

め、取引銀行７行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメント 
の総額

30,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 30,000百万円



次へ 

(中間損益計算書関係) 

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 2006年１月１日 至 2006年６月30日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります 

 端株の買取による増加 0.06株 

  

当中間会計期間（自 2007年１月１日 至 2007年６月30日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

当中間会計期間における変動はありません。 

  

前事業年度（自 2006年１月１日 至 2006年12月31日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります 

端株の買取による増加 0.06株 

前中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,128百万円

受取配当金 1,366百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,455百万円

受取配当金 99百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,699百万円

受取配当金 1,366百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 592百万円

新株発行費 
償却

126百万円

長期前払費用 
償却費

75百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 1,299百万円

株式交付費
償却

107百万円

長期前払費用
償却費

110百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 1,635百万円

株式交付費 
償却

251百万円

長期前払費用 
償却費

167百万円

※３ 特別損失の主要項目

ローン費用一括償却に伴う

損失

111百万円

※３ 特別損失の主要項目

―――――――――

 

※３ 特別損失の主要項目

ローン費用一括償却に伴う

損失

111百万円

 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 131百万円

無形固定資産 408百万円
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 193百万円

無形固定資産 589百万円
 

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 289百万円

無形固定資産 864百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 0.68 0.06 － 0.74

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 0.74 － － 0.74

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 0.68 0.06 － 0.74



(リース取引関係) 

  

 

前中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（関係会社への転貸

分を除く）

取得価額 
相当額 

（百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定資

産(車輌運

搬具)

1 1 0

有形固定資

産(工具・

器具及び備

品)

2,015 623 1,392

無形 

固定資産
282 108 174

合計 2,298 732 1,566

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（関係会社への転貸

分を除く）

取得価額
相当額 

（百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資

産(工具・

器具及び備

品)

1,762 620 1,142

無形 

固定資産
270 138 132

合計 2,032 758 1,274

 

１.借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額（関係会社への転貸分を

除く）

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資

産 ( 工 具・

器具及び備

品)

1,692 491 1,201

無形 

固定資産
277 118 159

合計 1,969 609 1,360

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額(関係会社への転貸分を含む)

一年内 3,909百万円

一年超 15,081

合計 18,990百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額(関係会社への転貸分を含む)

一年内 6,329百万円

一年超 22,858

合計 29,187百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

（関係会社への転貸分を含む）

一年内 5,582百万円

一年超 21,496

合計 27,078百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く） 

支払リース料 218百万円

減価償却費相当額 201

支払利息相当額 19
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く） 

支払リース料 228百万円

減価償却費相当額 211

支払利息相当額 22
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額（関係会社

への転貸分を除く）

支払リース料 450百万円

減価償却費相当額 415

支払利息相当額 43

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料中間期末残高相当額

一年内 3,485百万円

一年超 13,917

合計 17,402百万円

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料中間期末残高相当額

一年内 5,923百万円

一年超 21,959

合計 27,882百万円

２.貸主側（関係会社への転貸）

未経過リース料期末残高相当額

一年内 5,147百万円

一年超 20,462

合計 25,609百万円

 



(有価証券関係) 

前中間会計期間（2006年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間（2007年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度（2006年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自2007年１月１日 至 2007年６月30日） 

１. 当該中間会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 ３百万円 

２. ストック・オプションの内容及び規模 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 2007年３月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 ６名、当社監査役 １名

株式の種類及び付与数 普通株式 243株

付与日 2007年５月15日

権利確定条件
第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況
「2007年３月27日開催の株主総会決議によるもの」に記載のとおりで
あります。

対象勤務期間 同上

権利行使期間 自 2007年５月16日 至 2027年４月30日

権利行使価格（円） １

付与日における公正な評価単価（円） 98,499



(１株当たり情報) 

  

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 
  

前中間会計期間
(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

１株当たり純資産額 29,537.89円

１株当たり中間純利益 347.23円

１株当たり純資産額 31,059.51円

１株当たり中間純利益 473.44円

１株当たり純資産額 30,262.71円

１株当たり当期純利益 1,018.01円

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

346.99円

 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

471.39円

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

1,016.29円

前中間会計期間
(自 2006年１月１日 
 至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日 
 至 2007年６月30日)

前事業年度 
(自 2006年１月１日 
 至 2006年12月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 2,210 3,029 6,482

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式にかかる 
中間（当期）純利益(百万円)

2,210 3,029 6,482

普通株式の期中平均株式数(株) 6,365,193 6,397,907 6,367,220

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益の算定に用いられた中間（当期）
純利益調整額（百万円）

― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益の算定に用いられた 
普通株式増加数の主要な内訳（株） 
 
 新株予約権 4,440 27,858 10,781

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要

2000年８月23日開催
の臨時株主総会の特
別決議による新株引
受権（株）

2,088

―― ――



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 2006年１月１日
至 2006年６月30日)

当中間会計期間
(自 2007年１月１日
至 2007年６月30日)

前事業年度
(自 2006年１月１日
至 2006年12月31日)

(株式取得による子会社の取得)

1. ケーブルウエスト㈱

当社は、2006年９月28日に、ケーブ

ルウエスト㈱（以下「CW」)の株式を

松下電器産業㈱及び㈱廣済堂他のCW

の株主より取得いたしました。これ

により、当社の株式保有比率 は

84.93％となり、CW及び同社の子会社

である５社（吹田ケーブルテレビジ

ョン㈱、豊中・池田ケーブルネット

㈱、高槻ケーブルネットワーク㈱、

東大阪ケーブルテレビ㈱、北河内ケ

ーブルネット㈱）は、当社の連結子

会社となりました。

(1) 株式取得の目的

当社グループの事業展開の一環

として、当社サービス提供地域と

隣接する地域においてケーブルテ

レビ事業を展開しているCWがグル

ープ会社に加わることにより、設

備の共有及び番組の共同購入によ

る運用コストの低減、また営業・

マーケティング活動の効率化な

ど、事業戦略上の相乗効果が期待

でき、当社の成長戦略に大きく寄

与するものと考えております。 

(2）CWの会社概要、事業内容等

・会社名 ケーブルウエスト㈱

・設立  2000年10月５日

・代表者 代表取締役社長 

     松本 正幸 

・本店所在地

大阪市中央区城見二丁目 

1番61号 

・資本金 5,658百万円

(2006年３月31日現在)

・事業内容

有線テレビジョン放送事

業、電気通信事業、ケー

ブル事業会社統括

(3) 取得金額

55,756百万円 

(4) 株式取得の時期

2006年９月28日

(5）取得した株式の数

163,501株

(6）取得後の持分比率

84.93％ 

（小数点第３位切捨て）

(7）支払資金の調達及び支払方法

手持資金の他、シンジケートロ

ーン及び新規の借入金により調

達し、現金振込にて支払

(企業結合に関する重要な後発事象

等)

当社は、2007年７月17日に開催の取

締役会で㈱ジュピターTVとの合併契

約の締結を決議し、2007年９月１日

付で同社を吸収合併いたしました。

1. 結合当事企業の名称及びその事業

の内容、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称

㈱ジュピターTV

(2) 事業の内容

ケーブルテレビ事業者及び衛星

放送事業者等への番組供給事業

統括等

(3) 企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、㈱ジュ

ピターTVは解散いたしました。

(4) 結合後企業の名称

㈱ジュピターテレコム

(5) 取引の目的を含む取引の概要

ケーブルテレビ事業者である

当社と、番組供給事業者である

ジュピターTVとの合併により、

有料多チャンネル放送市場にお

ける番組の制作・供給事業から

顧客への番組配信事業まで一貫

したサービスの提供が実現する

ことになります。これにより当

社は、当社の資金力、顧客基

盤、番組に関する顧客ニーズを

直接把握することができる営業

体制等の経営資源を最大限に活

用し、より質の高い魅力的な番

組の制作・編成及び配信事業を

展開することで、当社グループ

のケーブルテレビサービス加入

世帯の更なる増加を図るととも

に、同サービスの一層の強化・

差別化を目指します。同時に、

当社グループ外のケーブルテレ

ビ事業者及び衛星放送事業者等

に対する番組供給事業の拡大を

積極的に推進いたします。さら

に、番組の質の向上を梃子にし

た有料多チャンネル放送市場全

体の活性化を図ることにより、

当社グループのケーブルテレビ

事業及び番組供給事業を拡大

し、当社グループの企業価値を

高めることを目的といたしま

す。 

(新株予約権発行の決議)

当社は2007年３月27日開催の定時株主

総会において、会社法236条、238条及

び239条の規定に基づき、当社の取締

役及び監査役に対し、株式報酬型スト

ックオプションとして、新株予約権を

発行することを決議いたしました。な

お詳細につきましては、「第４提出会

社の状況 １株式等の状況 （２）新

株予約権等の状況」に記載しておりま

す。



 
  

前中間会計期間 
（自 2006年１月１日 

  至 2006年６月30日）

当中間会計期間
（自 2007年１月１日 

  至 2007年６月30日）

前事業年度 
（自 2006年１月１日 

  至 2006年12月31日）

(8）その他

本件CWの株式取得に伴い、当社

は、松下電器産業㈱及び㈱廣済

堂が保有していた当社の連結子

会社５社の株式についても併せ

て購入いたしました。 

また、松下電器産業㈱とは、今

後もセット・トップ・ボックス

事業・Ｔナビサービス事業分野

での協力関係を強化することに

ついても合意しております。

2. ㈱ケーブルネット下関

当社は2006年８月11日、持分法適用

関連会社であり、運営会社であった

㈱ケーブルネット下関の株式を、同

社の株主から取得いたしました。こ

れにより当社の株式保有比率は

50.00％から51.00％に増加し、同社

は当社の連結子会社となりました。

なお、９月中にも他の少数株主より

株式の買取を行い、本報告書提出日

現在の当社の株式保有比率 は、

63.41％となっております。

（多額な資金の借入）

当社は、2006年９月25日に㈱静岡銀

行との間で、また９月27日に日本政

策投資銀行との間で借入に関する契

約を締結いたしました。また、９月

27日付でシンジケートローンのリボ

ルビングファシリティ枠300億円のう

ちの一部を実行いたしました。これ

らは９月28日のケーブルウエスト㈱

の株式購入資金等に充てるための借

入で、借入金額及び条件等は以下の

とおりであります。

(1) ㈱静岡銀行からの借入

借入金額  ：20億円 

借入期間  ：５年 

利率（変動）：TIBOR６ヶ月物 

       +0.25％     

返済条件  ：期限一括返済 

借入実施時期：2006年９月25日 

担保提供資産：なし 

(2) 日本政策投資銀行からの借入

借入金額  ：200億円 

借入期間  ：７年 

利率（固定）：1.72％（100億円） 

       1.90％（100億円）

返済条件  ：５年据置、以降 

       半年毎５回返済 

借入実施時期：2006年９月27日 

担保提供資産：なし 

(6) 合併比率及びその算定方法

当社は第三者機関である日興コー

ディアル証券株式会社及びゴールド

マン・サックス証券株式会社の２社

から合併比率を検討するための株式

価値評価に関する助言を得、それら

を参考に当事者間で協議した結果、

ジュピターTVの普通株式１株に対

し、当社の普通株式1.40665株を割

当交付することを決定いたしまし

た。

(7) 合併により発行した株式の種

類、数及び評価額

株式の種類：普通株式

発行数  ：507,351株

評価額  ：52,500百万円

（合併契約書に記載の

金額であります。）



 
  

前中間会計期間 
（自 2006年１月１日 

  至 2006年６月30日）

当中間会計期間
（自 2007年１月１日 

  至 2007年６月30日）

前事業年度 
（自 2006年１月１日 

  至 2006年12月31日）

(3) シンジケートローン・リボルビ

ングファシリティ枠からの借入

借入金額  ：140億円 

借入期間  ：１ヶ月 

利率（固定）：0.84％ 

返済条件  ：期限一括返済 

借入実施時期：2006年９月27日 

担保提供資産：なし 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
    

  

  

  

(１) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
（第13期）

自 2006年１月１日 
至 2006年12月31日

2007年３月27日 
関東財務局長に提出

(２) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に
関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合併）
の規定に基づく臨時報告書であります。

2007年５月23日 
関東財務局長に提出

(３) 臨時報告書の訂正
報告書

（２）の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 2007年７月18日 
関東財務局長に提出

(４) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に
関する内閣府令第19条第２項第２号（有価証券の発
行）の規定に基づく臨時報告書であります。

2007年７月18日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2006年９月28日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2006年１月１日から2006年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

(中間連結財務諸表注記事項１参照)に準拠して、株式会社ジュピターテレコム及び連結子会社の2006年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日ま

で)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2006年９月28日に、ケーブルウエスト株式会社の株式を

取得し、同社は子会社となった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2007年９月20日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2007年１月１日から2007年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(2007年１月１日から2007年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

(中間連結財務諸表注記事項１参照)に準拠して、株式会社ジュピターテレコム及び連結子会社の2007年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(2007年１月１日から2007年６月30日ま

で)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2007年９月１日付で株式会社ジュピターＴＶを吸収合併

した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2006年９月28日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2006年１月１日から2006年12月31日までの第13期事業年度の中間会計

期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジュピターテレコムの2006年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(2006年１月１日から2006年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2006年９月28日に、ケーブルウエスト株式会社の株式を

取得し、同社は子会社となった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

2007年９月20日

株式会社ジュピターテレコム 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジュピターテレコムの2007年１月１日から2007年12月31日までの第14期事業年度の中間会計

期間(2007年１月１日から2007年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジュピターテレコムの2007年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(2007年１月１日から2007年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2007年９月１日付で株式会社ジュピターＴＶを吸収合併

した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結資本勘定計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書


	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/66
	pageform2: 2/66
	form1: EDINET提出書類  2007/09/20 提出
	form2: 株式会社ジュピターテレコム(681112)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/66
	pageform4: 4/66
	pageform5: 5/66
	pageform6: 6/66
	pageform7: 7/66
	pageform8: 8/66
	pageform9: 9/66
	pageform10: 10/66
	pageform11: 11/66
	pageform12: 12/66
	pageform13: 13/66
	pageform14: 14/66
	pageform15: 15/66
	pageform16: 16/66
	pageform17: 17/66
	pageform18: 18/66
	pageform19: 19/66
	pageform20: 20/66
	pageform21: 21/66
	pageform22: 22/66
	pageform23: 23/66
	pageform24: 24/66
	pageform25: 25/66
	pageform26: 26/66
	pageform27: 27/66
	pageform28: 28/66
	pageform29: 29/66
	pageform30: 30/66
	pageform31: 31/66
	pageform32: 32/66
	pageform33: 33/66
	pageform34: 34/66
	pageform35: 35/66
	pageform36: 36/66
	pageform37: 37/66
	pageform38: 38/66
	pageform39: 39/66
	pageform40: 40/66
	pageform41: 41/66
	pageform42: 42/66
	pageform43: 43/66
	pageform44: 44/66
	pageform45: 45/66
	pageform46: 46/66
	pageform47: 47/66
	pageform48: 48/66
	pageform49: 49/66
	pageform50: 50/66
	pageform51: 51/66
	pageform52: 52/66
	pageform53: 53/66
	pageform54: 54/66
	pageform55: 55/66
	pageform56: 56/66
	pageform57: 57/66
	pageform58: 58/66
	pageform59: 59/66
	pageform60: 60/66
	pageform61: 61/66
	pageform62: 62/66
	pageform63: 63/66
	pageform64: 64/66
	pageform65: 65/66
	pageform66: 66/66


